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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期
決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

売上高 (百万円) － 43,747 69,591 33,803 19,964

経常利益又は経

常損失

(△）

(百万円) － 3,557 5,245 △2,275 △5,990

当期純利益又は

当期純損失

（△）

(百万円) － 2,066 2,934 △13,638 △6,443

純資産額 (百万円) － 20,585 21,239 6,953 519

総資産額 (百万円) － 60,945 79,882 59,121 40,499

１株当たり純資

産額
（円） － 38,352.72 41,606.68 13,604.49 1,015.69

１株当たり当期

純利益金額又は

１株当たり当期

純損失金額

（△）

（円） － 4,570.43 5,505.60 △26,691.00 △12,607.53

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額

（円） － 4,346.60 5,493.94 － －

自己資本比率 （％） － 33.8 26.6 11.8 1.3

自己資本利益率 （％） － 13.2 14.0 △96.8 △172.5

株価収益率 （倍） － 15.21 5.99 △0.06 △0.18

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) － △13,394 △7,684 △18,938 8,990

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) － △299 △3,431 656 △676

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) － 19,346 2,837 5,436 △9,977

現金及び現金同

等物の期末残高
(百万円) － 23,560 15,282 2,436 772

従業員数 （人） － 223 318 254 199

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第15期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．平成18年２月１日付で株式１株につき２株の株式分割をしております。

４．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

５．第18期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用してお

ります。

６．第18期より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用しております。

７．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期
決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

売上高 (百万円) 35,178 42,697 57,785 22,485 13,950

経常利益又は経

常損失

（△）

(百万円) 2,932 3,646 4,208 △2,307 △5,419

当期純利益又は

当期純損失

（△）

(百万円) 1,759 2,155 2,466 △12,792 △6,833

持分法を適用し

た場合の投資利

益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 3,503 7,505 7,508 7,510 7,510

発行済株式総数 (株) 214,385.35 536,748.70 537,356.70 537,964 537,964

純資産額 (百万円) 10,852 20,675 20,863 7,418 593

総資産額 (百万円) 35,233 60,338 66,401 51,792 37,141

１株当たり純資

産額
(円) 50,563.26 38,519.24 40,869.07 14,514.35 1,161.22

１株当たり配当

額

（うち１株当た

り中間配当

額）

(円)
1,450.00

（ － ）

1,700.00

（ － ）

1,300.00

 （ － ）

－

（ － ）　

－

 （ － ）

１株当たり当期

純利益金額又は

１株当たり当期

純損失金額

（△）

(円) 9,623.60 4,768.33 4,625.90 △25,034.98 △13,370.77

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額

(円) 9,126.13 4,534.81 4,616.10 － －

自己資本比率 (％) 30.8 34.3 31.4 14.3 1.6

自己資本利益率 (％) 22.6 13.7 11.8 △90.5 △170.6

株価収益率 (倍) 25.46 14.58 7.12 △0.06 △0.17

配当性向 (％) 15.1 35.7 28.1 － －

営業活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) 2,361 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) △69 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー

(百万円) 6,879 － － － －

現金及び現金同

等物の期末残高
(百万円) 17,908 － － － －

従業員数 (人) 211 201 234 192 138
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　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．平成17年１月14日付をもって、１株を２株に分割しております。

３．平成18年２月１日付をもって、１株を２株に分割しております。

４．第15期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

５．第15期の１株当たり配当金には、記念配当500円を含んでおります。

６．第15期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。

７．第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

８．第18期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用してお

ります。

９．第18期より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用しております。

10．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。　
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２【沿革】
年月 事項

平成４年２月 新築マンションの企画及び販売を目的に株式会社サンシティ住宅販売（資本金1,500万円 本社仙

台市青葉区）を設立

平成４年４月 宅地建物取引業免許（宮城県知事(1)第3936号）を取得

平成４年５月 販売代理物件第１号を受託・販売

平成５年11月 全国住宅地開発厚生年金基金加入

平成６年２月 新築マンションの設計・企画を行うサンシティ一級建築士事務所を開設

平成６年３月 本社を仙台市青葉区木町通二丁目６番53号に移転

平成６年11月 社団法人宮城県住宅宅地造成協会に加入

平成７年６月 自社開発物件第１号として仙台市青葉区にサンシティ森林公園（ワンルームマンション）を企画

・販売

平成７年９月 福島県郡山市に郡山営業所を開設

平成７年11月 札幌市中央区に札幌営業所を開設

平成８年９月 秋田県秋田市に自社開発のファミリータイプとしては初のサンシティ秋田大町を企画・販売

平成10年３月 東京都中央区に東京支店を開設

平成10年３月 郡山営業所及び札幌営業所を支店に改組

平成11年９月 札幌支店を閉鎖

平成13年１月 横浜市西区に横浜支店を開設

平成13年10月社名を「株式会社サンシティ」に変更

平成13年10月マンションブランド名をファミリータイプを「サンデュエル」、ワンルームタイプを「アヴァン

ツァーレ」に変更

平成14年３月 本社を仙台市青葉区一番町四丁目６番１号に移転

平成14年12月日本証券業協会に株式を店頭登録

平成15年１月 岩手県盛岡市に盛岡支店を開設

平成15年３月 東京支店と横浜支店を統合し、東京都港区に東京支社を開設

平成16年１月 さいたま市大宮区に北関東支店を開設

平成16年３月 不動産流動化事業の開始

平成16年９月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成17年９月 秋田県秋田市に秋田支店を開設

平成18年４月 株式会社サンシティビルド（旧商号、株式会社共立）の株式を取得し、子会社とする

平成18年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

平成19年４月 株式会社地建の株式を取得し、子会社とする

平成19年４月 山形県山形市に山形営業所を開設

平成20年３月 福島県郡山市の郡山支店を閉鎖

平成20年５月 本社を東京都千代田区丸の内一丁目８番１号に移転し、旧本社を東北支社とする

平成20年６月 本社を東京都千代田区丸の内に移転のため東京支社を閉鎖

平成20年６月 秋田県秋田市の秋田支店を閉鎖

平成20年６月 さいたま市大宮区の北関東支店を閉鎖

平成20年８月 不動産流動化事業からの撤退を決議

平成20年11月株式会社サンシティリセールを子会社として設立

平成21年４月 登記簿上の本店を東京都中央区八丁堀一丁目５番１号に移転、本社を宮城県仙台市青葉区一番町四

丁目６番１号とする

平成21年４月 連結子会社である株式会社地建を株式会社サンシティネクストに商号変更
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３【事業の内容】

当社グループは、株式会社サンシティ（当社）並びに株式会社サンシティビルド及び株式会社サンシティネクストの

連結子会社２社により構成されており、分譲マンション及び賃貸マンション等の企画・販売業務、販売代理業務、賃貸業

務、広告請負業務、内装工事業務を行っております。

事業の種類別セグメント 事　業　内　容 主要な会社

分譲マンション事業

３ＬＤＫを主体としたファミリータイプマンション

「サンデュエル」と「アーバンシティ」、ワンルーム

から１ＬＤＫを主体としたアーバンタイプマンション

「アヴァンツァーレ」の企画、開発、販売を行っており

ます。

当社

株式会社サンシティネクスト

不動産流動化事業

賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却又

は賃貸管理、中古オフィスビル等を買取り、当社独自の

デューデリジェンスに基づき、当該物件のバリュー

アップを図り売却を行っております。

なお、平成20年８月５日開催の取締役会において新

規物件の開発は行わないことを決議しております。　

当社

不動産賃貸事業

主として顧客の資産形成などの目的に開発・分譲

しましたワンルームタイプマンションや不動産流動化

事業として開発した、賃貸用マンション・商業施設等

の賃貸業務を行っております。

当社

株式会社サンシティネクスト

その他の事業

内装工事事業

分譲マンションや戸建住宅の内装工事を行っており

ます。

販売代理事業

当社グループの販売実績、販売力及び企画力を活か

し、他社開発分譲マンションの販売代理業務を行って

おります。

その他

主として分譲マンション事業における販売時の広告

及び宣伝業務等をマンション売主（事業主）より請

負、販売活動を促進させるために必要なチラシ・広告

等を作成します。

当社

株式会社サンシティビルド

株式会社サンシティネクスト
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 事業系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

㈱サンシティネクスト

（注）２
 静岡県沼津市 21

 分譲マンション

事業

 不動産賃貸事業

 その他の事業

100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任１名

㈱サンシティビルド  仙台市若林区 10  その他の事業 100.0 
 資金援助あり

 役員の兼任１名

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社サンシティネクストについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　  5,269百万円

(2）経常損失　　　　  532百万円

(3）当期純損失　　　　658百万円

(4）純資産額　　　  3,273百万円

(5）総資産額　　　  8,148百万円

　

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

分譲マンション事業 162    

不動産流動化事業 －    

不動産賃貸事業 3    

その他の事業 15    

全社（共通） 19    

合計 199    

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない親会社の管理部門に所属して

いるものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ55人減少しておりますが、その主な理由は、経営再建の一環として希望退

職を募集したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

138 33.31 4.64 4,053,918

（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ54人減少しておりますが、その主な理由は、経営再建の一環として希望退職を募集し

たことによるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 

当連結会計年度における我が国経済は、グローバル金融危機で生じた金融市場の混乱で急速な悪化の一途を辿

りましたが、政府による金融対策や企業による在庫調整の進展により、一部では景気回復傾向の兆しが見え始めま

した。しかしながら、円高・デフレ傾向が企業収益の圧迫要因となり、失業者が高水準で推移するなど、雇用情勢の

悪化による個人消費の低迷により、依然として厳しい状況が続いております。また、12月の日銀短観における大企

業製造業の業況判断指数(ＤＩ)がマイナス24と９月の前回調査(マイナス33)から９ポイント改善しているもの

の、依然として低水準で推移しており、景気先行き不透明感は払拭できない状況であります。

当不動産業界におきましても、不動産取引に係る信用収縮が生じ、金融機関の融資の厳格化、景気悪化による個

人所得の減少による買い控えなど、事業環境として未だ厳しい状況が続いております。

このような状況下において当社グループは、経営資源を集約することを目的に、分譲マンション事業への特化、

不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームによる販売費及び一般管理費の大幅な

削減に努め、事業や資金収支の安定化を図っております。その一環として当連結会計年度でたな卸資産の圧縮のた

め、保有不動産の早期売却、並びに現在の市況環境を鑑み、資産の評価減を実施いたしました。

この結果、当社グループの経営成績は売上高19,964百万円（前期比40.9％減）、営業損失5,205百万円（前年同

期は営業損失1,273百万円）、経常損失5,990百万円（前年同期は経常損失2,275百万円）、当期純損失6,443百万円

（前年同期は当期純損失13,638百万円）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

<分譲マンション事業>

分譲マンション事業におきましては、事業エリアを北は青森から静岡、甲信越、北陸まで連続してカバーしてお

り、各エリアの地方衛星都市の開発及び潜在需要の掘り起こしを行いましたが、国内経済の先行き不透明感による

消費マインドの著しい低下等の影響から売上高が減少しました。この結果、売上高は12,850百万円（前年同期比

47.3％減）、営業損失は2,142百万円（前年同期は627百万円の営業損失）となりました。

<不動産流動化事業>

不動産流動化事業におきましては、新規物件開発を中止し、たな卸資産の圧縮に努めております。この結果、売上

高4,705百万円（前年同期比26.2％減）、営業損失は3,645百万円（前年同期は373百万円の営業損失）となりまし

た。

<不動産賃貸事業>

不動産賃貸事業におきましては、前連結会計年度において不動産の保有目的を販売目的から賃貸目的に変更した

ことに伴い、賃貸収入の計上区分の営業外収益から売上高への変更を行いました。この結果、売上高は877百万円

（前年同期比116.9％増）、営業利益は480百万円（前年同期比426.2％増）となりました。

<その他の事業>

その他の事業におきましては、子会社の内装工事・戸建工事等の売上高が減少しましたが、販売代理事業が増加

したことにより、手数料収入が増加いたしました。この結果、売上高は1,531百万円（前年同期比41.9％減）、営業利

益は462百万円（前年同期比343.7％増）となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の減少による支出等によ

り、前連結会計年度末に比べ1,663百万円減少し、当連結会計年度末には772百万円となりました。

　当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は8,990百万円（前年同期は18,938百万円使用）となりま

した。

　これは主に、税金等調整前当期純損失6,283百万円を計上しましたが、たな卸資産の減少14,713百万円によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は676百万円（前年同期は656百万円獲得）となりました。

これは主に、有形固定資産の売却による収入118百万円及びその他の投資の回収による収入142百万円があったも

のの、拘束力のある普通預金の預入による支出937百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は9,977百万円（前年同期は5,436百万円獲得）となりまし

た。

　これは主に、短期借入金の減少額2,275百万円及び長期借入金の返済による支出7,599百万円によるものでありま

す。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）契約状況

　当連結会計年度における契約状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの
名称

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

契約高 契約繰越残高

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

戸数・件数 金額（百万円）
前年同期比
（％）

分譲マンション事業 467戸 12,230 △42.2 20戸 1,116 △35.7

不動産流動化事業 4件 4,705 －  －件 － －

その他の事業 210件 328 △50.3 7件 55 △81.7

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．不動産賃貸事業に関しては、事業の性質上、契約状況を表示することは馴染まないため除いております。

３．その他の事業に関しては、内装工事事業のみの契約状況を表しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

前年同期比（％）

分譲マンション事業（百万円） 12,850 △47.3

不動産流動化事業（百万円） 4,705 △26.2

不動産賃貸事業（百万円） 877 116.9

その他の事業（百万円） 1,531 △41.9

合計（百万円） 19,964 △40.9

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度の分譲マンション事業の販売戸数は506戸、不動産流動化事業の販売件数は４件であります。

３．その他の事業には、販売代理事業における手数料収入が含まれております。
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３【対処すべき課題】

世界的な金融市場の混乱に端を発し、急速に悪化した国内経済は一部で回復傾向の兆しが見え始めておりますが、

長期的な物価下落によるデフレや景気動向の不透明感から、所得・雇用情勢の悪化や円高の影響が懸念され、依然と

して厳しい環境が継続するものと思われます。

当社グループが直面するこのような厳しい事業環境の下、今後も当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中

心とした分譲マンション事業に特化・経営資源の集中を継続し、販売費及び一般管理費の削減に努め、事業の安定化

を図ってまいる所存であります。

また、当社グループは、上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引金融機関への説明を行うとともに、各金

融機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に約８割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。

財務制限条項に抵触している件につきましても、各シンジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承諾を

頂いておりますが、上記の返済条件と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。 

(1) 継続企業の前提に関する重要な疑義について

　当社グループは前連結会計年度において、サブプライムローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の

影響により不動産流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を

行ったことから、営業損失1,273百万円、経常損失2,275百万円、当期純損失13,638百万円を計上し、営業キャッ

シュ・フローにおいても大幅なマイナスとなりました。

　当連結会計年度においても、営業キャッシュ・フローはプラスに転じたものの、引き続き不動産価額の下落

により利益率が低下し、販売用不動産等の評価減を行ったことから、営業損失5,205百万円、経常損失5,990百

万円、当期純損失6,443百万円を計上いたしました。

　また、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＪＦ銀行を

それぞれエージェントとするシンジケートローン契約に付されている財務制限条項に抵触するとともに、平

成21年５月27日には、当社グループが借入を行っている全取引金融機関に対して、同日以降に期限が到来した

借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を行っております。

　当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消すべく当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マン

ション事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げに

よる販売費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図ります。

　また、当社グループは上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引金融機関に対する返済条件の変更

を依頼し、既に約８割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。

(2) 不動産市場リスクについて

当社グループの主力事業である分譲マンション事業は、地価動向や競合他社の供給動向・価格動向の影響

を受けやすく、また景気悪化、金利上昇、不動産関連税制の変更など経済情勢の変化があった場合には住宅購

入顧客の購買意欲の減退や商品・保有資産等の価値が減少する可能性があり、これらは当社グループの業績

及び財政状態に影響を与える可能性があります。

また、分譲マンションの建設については、施工会社との間で工事請負契約を締結して建物の建設工事を行っ

ており、施工会社が信用不安に陥った場合には工期遅延等の問題が発生し、当社グループの業績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。

(3) たな卸資産の評価に関する会計処理の適用について　

当社グループは、当連結会計年度より通常の販売目的で保有するたな卸資産については「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法に

よる原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）にて算定しております。

そのため、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

当連結会計年度におきましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産において1,174百万円のたな卸資産評

価損（うち、売上原価951百万円、特別損失223百万円）を計上しております。

(4) のれんの償却について　

当社グループはのれんの償却について効果の発現すると見積もられる期間で均等償却を行っております。

買収事業の収益力が低下した場合や買収事業の撤退や売却等があった場合には、のれんの減損損失が発生し、

当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(5) 有利子負債への依存について

当社グループは、分譲マンション事業、不動産流動化事業を中心に事業を行い、事業用地の仕入資金は主に

金融機関からの借入により調達していることから、平成21年12月期末における借入金残高は35,058百万円、負

債純資産合計額に対する借入金の割合は86.6％となっております。 

これらの金融機関との取引関係は安定しておりますが、経済・金融情勢の変化により、急激な地価の変動や

金利の変動等が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 
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(6) 財務制限条項について

当社グループは、「注記事項（連結貸借対照表関係）」６．に記載のとおり、財務制限条項が付されている

シンジケートローンが４件あります。

当連結会計年度末において、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとする４件のシンジケートローン契約に付されている財務制限条項に抵

触するとともに、平成21年５月27日には、当社グループが借入を行っている全取引金融機関に対して、同日以

降に期限が到来した借入金について、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を行ってお

ります。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは当該状況を解消すべく当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マン

ション事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げに

よる販売費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図ります。

また、当社グループは上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引金融機関に対する返済条件の変更

を依頼し、既に約８割に及ぶ金融機関より応諾を得ております。

財務制限に抵触している件につきましても、各シンジケートローン契約につき制限の利益喪失の猶予の承

認を頂いておりますが、上記の返済条件と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。　

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しながら進めている段階であり、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。

(7) 売上の計上時期による業績変動について

当社グループの主たる事業である分譲マンション事業、内装工事事業では、購入者または発注者との売買契

約成立後、建物が竣工し、購入者または発注者へ引渡した時点で売上を計上しているため、その引渡時期によ

り同一年度内において売上高及び利益に偏りが生じる場合があります。過去の連結会計年度におきましては、

引渡しが下半期に行われた割合が高く売上高及び利益が下期に偏重しております。

なお、当連結会計年度につきましては、年度内の偏重がなくなっております。　

また、マンション等の工事の遅延等により竣工、引渡時期の変動や購入者または発注者の都合等により引渡

しが遅延した場合には、売上計上時期が連結会計年度間において変動する可能性もあります。

なお、将来的には引渡時期の平準化を目的とした仕入、受注及び販売体制を構築していくことを目標にして

いるため、上半期及び下半期の経営成績の偏重がなくなる可能性もあります。

(8) 事業用地の仕入れについて

当社グループは、個人・法人・地方公共団体より事業用地を取得しており、仕入に際しては十分な事前調査

を行う方針であります。万一、瑕疵が認識された場合、専門業者による洗浄等の措置を講じることとしており

ますが、契約時までに認識しなかった瑕疵が工事の着工後等に明らかになる可能性があります。このような瑕

疵につきましては、契約上、売主責任を明示しておりますが、瑕疵の内容等によって売主責任を問えない場合

には、工期の遅れや工事の追加費用、解約違約金、裁判費用等が生じ当社グループの業績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。　

(9) 分譲不動産の欠陥・瑕疵について

マンションの建築工事については当社の基準により十分な建築技術を有する施工会社に発注を行うととも

に、各マンション着工時の施工技術検討会を始め、独自の設計基準・品質管理基準による厳格な品質管理体制

及び設計・施工の各段階において複数回のチェックを行うことなどで、耐震性を含めた建築基準法を遵守す

る体制を整備しております。

しかしながら、当社グループが販売する不動産や請負工事において、設計・施工不良等の瑕疵を起因とした

不測の事態が発生し、当社グループの責任が問われた場合、補修工事や補償費等の負担が発生し、その内容や

負担規模によっては、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(10) 偶然不測の事故・自然災害について

火災、破裂爆発、落雷、風ひょう雪災、水災、地震火災、地震破裂、地震倒壊、噴火及び津波並びに電気的事故、

機械的事故その他偶然不測の事故並びに戦争、暴動、騒乱、テロ等の災害により、当社グループが保有する物件

について滅失、劣化又は毀損し、その価値が影響を受ける可能性があります。また、偶然不測の事故・自然災害

により不動産に対する購入マインドが冷え込んだ結果、不動産需要が減り、当社グループの事業が影響を受け

る可能性があります。この様な場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。　
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(11) 法的規制等について

当社グループは、宅地建物取引業者として宅地建物取引業法第三条に基づく宅地建物取引業者免許証（免

許証番号　国土交通大臣(4)第５３８１号　有効期間：平成20年９月14日から平成25年９月13日まで）、（免許

証番号　宮城県知事(1)第５４０１号　有効期間：平成18年10月７日から平成23年10月６日まで）、（免許証番

号　国土交通大臣(2)第６９６４号　有効期間　平成21年11月19日から平成26年11月18日まで）の交付を受け、

また建設業者として建設業法第三条に基づく宮城県知事の許可（許可番号　（般－１９）第５９２９号　有効

期間：平成19年８月30日から平成24年８月29日まで）、静岡県知事の許可（許可番号　（般－１７）第２０２

１６号　有効期間：平成17年６月28日から平成22年６月27日まで）を受け、不動産販売等を主に業務を行って

おります。加えて業務を進めるにあたり、国土利用計画法・建築基準法・都市計画法・借地借家法・建物の区

分所有等に関する法律等の規制を受けております。当社グループは、宅地建物取引業法、建築基準法、国土利用

計画法、都市計画法、借地借家法、金融商品取引法、信託業法等各種法令の他、各自治体が制定した条例等によ

る規制を受けるとともに、事業に必要な免許・登録等を取得しております。　

また、監督官庁を国土交通大臣及び都道府県知事とする土地区画整理法・宅地造成等規制法・消防法・住

宅品質確保促進法・その他の関連条例等の規制を受けております。

当社グループの主要な事業活動の継続には前述のとおり宅地建物取引業者免許が必要ですが、現時点にお

いて、当社グループは宅地建物取引業法第五条及び第六十六条に定められる免許の取消または更新欠格の事

由に該当する事実はないと認識しております。また、同様に宮城県並びに静岡県知事の許可につきましても、

現時点において、建設業法第八条及び第二十九条に定められる許可の取消または更新欠格の事由に該当する

事実はないと認識しております。

しかしながら、将来、何らかの理由により免許等の取消等があった場合には、当社グループの主要な事業活

動に支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性があります。

(12) 個人情報保護法について　

当社グループは、業務遂行上の必要性から、各事業において多くの個人情報を取り扱っております。これら

の個人情報に関しては、「個人情報の保護に関する法律」をはじめ関係する諸法令に則り適正な取得・管理

・取扱いの確保に努めております。しかしながら不測の事態により、万一、個人情報が外部へ漏洩した場合、当

社グループの信用失墜等及びそれに伴う売上高の減少や損害賠償費用の発生等により、当社グループの業績

及び財政状態に影響を与える可能性があります。　

(13) 人材の確保・育成について　

当社グループの将来の成長は優秀な人材をはじめとする特定の人的資源に大きく依存するため、不動産及

び財務分野における高い専門性と豊富な経験を有するプロフェッショナルな人材の確保と育成が不可欠な条

件であります。しかしながら、計画どおりに当社グループの求める人材が確保できない場合には、当社グルー

プの業績及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

（総資産・負債・純資産）

当連結会計年度末の総資産は40,499百万円となり前連結会計年度末に比べ18,621百万円減少しております。これ

は、たな卸資産の減少によるものであります。

当連結会計年度末における負債は39,980百万円となり前連結会計年度末に比べ12,187百万円減少しております。

これは、短期借入金及び長期借入金の減少によるものであります。

当連結会計年度末における純資産は519百万円となり前連結会計年度末に比べ6,434百万円減少しております。こ

れは、剰余金の減少によるものであります。

なお、資産、負債の詳細は以下のとおりであります。　

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は29,315百万円となり、前連結会計年度に比べ17,970百万円減少しておりま

す。これは、現金及び預金が726百万円、受取手形及び売掛金が941百万円それぞれ減少したこと、並びにたな卸資産の

圧縮に努めた結果、たな卸資産が15,887百万円減少したことによるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は11,183百万円となり、前連結会計年度に比べ651百万円減少しております。こ

れは、有形固定資産の売却による減少330百万円の他、投資有価証券の売却による減少及びその他の減少によって投資

その他の資産が210百万円減したことによるものであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は33,358百万円となり、前連結会計年度に比べ5,651百万円増加しております。

これは、支払手形及び工事未払金の減少1,131百万円、借入金返済による短期借入金の減少3,625百万円があったもの

の、長期借入金から１年内返済予定の長期借入金への科目振替により10,788百万円増加したことによるものでありま

す。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は6,622百万円となり、前連結会計年度に比べ17,839百万円減少しております。

これは、１年内返済予定の長期借入金への科目振替及び借入金返済による長期借入金の減少17,611百万円によるもの

であります。　

(2) 経営成績の分析

詳細につきましては、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(1) 業績」に記載のとおりであります。

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　「第２ 事業の状況、４ 事業等のリスク」の(1)並びに(6)に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような状況が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンション

事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる販売費及

び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図ります。

　また当社グループは上記内容を基本方針とした事業計画を策定し、取引先金融機関への説明を行うとともに、各金融

機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に半数を超える金融機関より応諾を得ております。

　財務制限条項に抵触している件につきましても、各シンジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承諾を

頂いておりますが、上記の返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予の延長を依頼しております。

　しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しながら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。

(4)資本の資源及び資金の流動性についての分析　

　詳細につきましては、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり
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ます。

　なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成20年12月期）

当連結会計年度

（平成21年12月期）

　自己資本比率（％） 11.8 1.3

　時価ベースの自己資本比率（％） 1.4 2.8

　債務償還年数（年） － 3.9

　インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 16.8

（注）各指標の内容

　　　　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー）

　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　＊株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　　　＊有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。

　　　＊営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」及び「支払利息」を用いております。なお、前連結会計年度については、営業キャッシュ・フ

ローマイナスであるために債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資額は、株式会社サンシティ東京支社事務所内

装工事等を中心に10百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

分譲マンション事業 6 

不動産流動化事業 - 

不動産賃貸事業 0 

その他の事業 0 

計 7 

消去又は全社 3 

合計 10 

 

重要な固定資産の売却は次のとおりであります。

事業所名 事業の種類別セグメントの名称  概要 売却金額（百万円）

株式会社　サンシティ 不動産賃貸事業 サンヴァーリオ小名浜売却 59

株式会社　サンシティ 不動産賃貸事業 八乙女駐車場売却 58

 合　　　　計  117
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成21年12月31日現在

事業所名または物件名
(所　在　地)

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物

土　　地
(面積㎡)

その他 合　　計

本社

(仙台市青葉区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業

不動産賃貸事業

統括業務及び

販売施設
6        - 2 8 76

東京支社

(東京都中央区)

分譲マンション事業

不動産流動化事業

不動産賃貸事業

統括業務及び

販売施設
1     - 1 3 43

盛岡支店

(岩手県盛岡市)
分譲マンション事業 販売施設 0     - 0 1 19

サンシティ北四番丁

(仙台市青葉区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 23

13

(59.23)
    - 37     -

ベストライフ東札幌

(札幌市白石区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 660

209

(4,000.38)
    - 870     -

青森商業施設

(青森県青森市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 2,828

3,093

(35,482.69)
    - 5,921     -

サンヴァーリオ奥羽大

学前

(福島県郡山市)

不動産賃貸事業 賃貸用不動産 440
92

(1,535.63)
    - 533     -

サンヴァーリオ富沢東

(仙台市太白区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 306

83

(819.38)
    - 389     -

サンヴァーリオ菜根

(福島県郡山市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 362

55

(1,072.58)
    - 417     -

ラルゴ山王

(青森県青森市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 212

40

(2,515.54)
    - 253     -

山形駐車場

(山形県山形市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産     4

770

(6,374.62)
- 775     -

木町通駐車場

(仙台市青葉区)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産     4

338

(1,121.34)
- 342     -

（注）上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地)

設備の内容
年間賃借料又はリース料

（百万円）

仙台本社

(仙台市青葉区)

統括業務及び販売施設 47

車両運搬具 12

事務機器 20

東京支社

(東京都中央区)

統括業務及び販売施設 68

車両運搬具 5

事務機器 5

盛岡支店

(岩手県盛岡市)

販売施設 9

車両運搬具 3

事務機器 1
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(2）国内子会社

 平成21年12月31日現在 

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

株式会社サンシ

ティビルド 

 本社

(仙台市若林区)
その他の事業

統括業務及び

販売施設 
14

24

(690.49) 
0 38 13

株式会社サンシ

ティネクスト

 本社

(静岡県沼津市)

分譲マンション事業

不動産賃貸事業

その他の事業

統括業務及び

販売施設 
65

135

(1,028.73) 
2 203 18

株式会社サンシ

ティネクスト

 長野支店

(長野県長野市)
分譲マンション事業 販売施設 1     - 0 1      13

株式会社サンシ

ティネクスト

 金沢支店

(石川県金沢市)
分譲マンション事業 販売施設 2     - 0 3    17

株式会社サンシ

ティネクスト

 上田貸店舗

(長野県上田市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 14

145

(1,293.06) 
    - 159 - 

株式会社サンシ

ティネクスト

 UC江原町

(静岡県沼津市)
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 14

6

(45.60) 
    - 21 - 

株式会社サンシ

ティネクスト

 清水町貸駐車場

(静岡県駿東郡

清水町）

不動産賃貸事業 賃貸用不動産     -
59

(479.00) 
    - 59 - 

（注）上記の他、主要な設備のうち賃借しているものは次のとおりであります。

事業所名
(所　在　地)

設備の内容
年間賃借料又はリース料

（百万円）

株式会社サンシティビルド 

(仙台市若林区)

車両運搬具 4

事務機器 3

事業所名
(所　在　地)

設備の内容
年間賃借料又はリース料

（百万円）

株式会社サンシティネクスト

(静岡県沼津市)

車両運搬具 6

事務機器 7

(3）在外子会社

該当事項はありません。 

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,150,000

計 2,150,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年３月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 537,964 537,964
東京証券取引所

市場第一部

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 537,964 537,964 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　適用ありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 21/118



（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年１月14日

（注）１
85,712 171,424 － 1,191 － 1,073

平成17年９月26日～

平成17年10月11日

（注）２

35,377.35206,801.352,249 3,441 2,249 3,323

平成17年９月30日～

平成17年12月31日

（注）３

7,584214,385.35 62 3,503 62 3,385

平成18年２月１日

（注）４
214,385.35428,770.70 － 3,503 － 3,385

平成18年１月１日～

平成18年12月31日

（注）５

576 429,346.70 2 3,505 2 3,387

平成18年８月31日～

平成18年11月13日

（注）６

107,402536,748.703,999 7,505 3,999 7,387

平成19年１月１日～

平成19年12月31日

（注）７

608 537,356.70 2 7,508 2 7,390

平成20年１月１日～

平成20年３月31日

（注）８

608 537,964.70 2 7,510 2 7,392

平成20年９月30日

（注）９
△0.7 537,964.00 － 7,510 － 7,392

平成21年３月27日

（注）10
－ 537,964.00 － 7,510 △6,106 1,286

（注）１. 平成16年10月19日開催の取締役会決議により、平成17年１月14日付で１株を２株に分割

２. 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

発行価格　　　 127,200円

資本組入額　　  63,600円

３. 第１回新株予約権の行使

４. 平成17年11月14日及び12月５日開催の取締役会決議により、平成18年２月１日付で１株を２株に分割

５. 第１回新株予約権の行使
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６. 第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使

行使先　野村證券株式会社

転換日 　　　 　平成18年８月31日　　平成18年９月15日　　　　　

発行価格　　　  73,800円                     

資本組入額　　  36,900円                     

転換日 　       平成18年10月20日　　　　　　　

発行価格　　　  74,900円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,450円　　　　　　　　

転換日  　      平成18年10月26日  　平成18年11月10日　　　　平成18年11月13日

発行価格　　　  74,800円 　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

資本組入額　　  37,400円　　　　　　　　

７. 第１回新株予約権の行使

８. 第１回新株予約権の行使

９. 自己株式の消去による減少

10. 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

　

　

（６）【所有者別状況】

 平成21年12月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人）   － 18 20 51 33 15 10,54210,679－

所有株式数

（株）
 － 30,781 4,543 25,220 9,746 226 467,448537,964－

所有株式数の

割合（％）
 － 5.72 0.85 4.69 1.81 0.04 86.89 100.00－

（注）自己株式26,866株は、「個人その他」に記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小出泰啓 仙台市青葉区 76,022 14.13

星山泰洙 仙台市青葉区 24,465 4.54

ティワイコーポレーション　

有限会社
仙台市青葉区木町17－２－303 19,200 3.56

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10　 11,140 2.07

河村敬介 広島市南区 7,180 1.33

サンシティ取引先持株会 仙台市青葉区一番町４－６－１ 4,216 0.78

渡邊裕実子 茨城県つくば市　 4,100 0.76

大宮敏克　 宮城県柴田郡柴田町　 4,080 0.75

蔡大維 岩手県盛岡市 4,080 0.75

岡村和則　 大阪府大東市 4,020 0.74

計 － 158,503 29.46

　（注）上記のほか、自己株式が26,866株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     26,866 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　511,098      511,098 －

単元未満株式 　　　　  　   － － －

発行済株式総数             537,964 － －

総株主の議決権 － 511,098 －

　

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

株式会社　サンシティ

東京都中央区八

丁堀一丁目５－

１

26,866  － 26,866 4.99

計 － 26,866  － 26,866 4.99

　

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

  該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分 
当事業年度  当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式         －     　　－     　　－     　　－

消却の処分を行った取得自己株式     　　－     　　－     　　－     　　－

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
    　　－     　　－    　　 －     　　－

その他

（－）
    　　－     　　－     　　－     　　－

保有自己株式数 26,866    　　－  26,866    　　－
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３【配当政策】

当社は、年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。

この剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。　

当連結会計年度における配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。グローバル金融危機で

生じた金融市場の混乱を背景に、不動産業界を取り巻く環境は極めて厳しい状況が続いております。このような状況

下において当社グループは、黒字転換を目指し、経営資源の集中・販管費の削減に鋭意取り組んでおりますが、現環

境を踏まえますと、無配との判断に達しました。

なお、当社は、「会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎年６月30日の最終の株主名簿に記

載又は記録された株主等に対し中間配当を行うことができる。」旨定款に定めております。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期
決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

最高（円） 257,000
247,000

□　121,000
85,000 31,700 4,000

最低（円） 80,200
177,000

  □   61,500
32,500 1,201 1,290

（注）１．最高・最低株価は平成18年６月１日より東京証券取引所市場第一部であり、平成16年９月30日から平成18年

５月31日までは東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．□は株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,935 2,770 3,890 2,725 2,375 2,625

最低（円） 2,150 2,210 2,350 2,255 1,680 1,735

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役社長

(代表取締役)

　

最高経営責

任者 
星山　泰洙 昭和37年10月２日生

昭和61年４月株式会社朋友建設入社

平成４年４月 当社入社

平成４年４月 常務取締役就任

平成６年５月 専務取締役就任

平成13年９月営業本部長

平成15年３月東京支社長

平成16年１月統括本部長兼営業推進部長

平成16年５月営業統括本部長兼営業推進部

長

平成18年２月ＣＯＯ（最高業務責任者） 

平成20年３月

平成22年２月

平成22年２月

　

平成22年３月　

取締役副社長

代表取締役社長就任（現任）

株式会社サンシティリセール

代表取締役就任（現任）

ＣＥＯ（最高経営責任者）

（現任）　

（注）２ 24,465

専務取締役

営業統括本

部長

南東北営業

本部長

米川　淳 昭和40年６月20日生

昭和62年３月株式会社ル・グレン入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成７年４月 本社営業部部長代理

平成８年４月 本社営業部長

平成10年２月札幌支店長

平成11年４月郡山支店長

平成12年３月取締役就任

平成15年３月営業推進部長

平成15年３月本社営業統括部長

平成16年２月本社第一営業部長

平成17年３月常務取締役就任

平成17年４月本社営業本部長

平成20年５月専務取締役就任（現任）

平成20年５月営業統括本部長（現任） 

平成20年５月南東北営業本部長（現任） 

（注）２ 807

常務取締役

営業統括副

本部長

首都圏営業

本部長

中村　誠二 昭和43年11月５日生

昭和62年３月株式会社金港堂入社

平成２年５月 株式会社朋友建設入社

平成４年５月 当社入社

平成10年２月本社営業部部長代理

平成12年３月取締役就任

平成12年４月本社営業部長

平成13年１月横浜支店長

平成15年３月東京支社営業統括部長

平成16年１月東京支社長

平成17年１月首都圏営業本部長（現任）

平成17年４月北関東支店長

平成20年５月

平成22年３月　

常務取締役就任（現任）

営業統括副本部長（現任）　

（注）２ 684
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

常務取締役 東京支社長 菊地　英明 昭和39年５月４日生

昭和62年４月株式会社大信販（現株式会社

アプラス）入社

平成２年４月 株式会社北杜エステート入社

平成４年２月 株式会社ホームギャラリー・

ケンコーポレーション入社

平成６年６月 杜和不動産販売株式会社入社

平成８年７月 当社入社　管理部係長

平成９年９月 管理部課長

平成11年１月管理部次長

平成13年１月内部監査室室長

平成13年９月経営企画室次長

平成15年１月社長室室長

平成17年１月東京支社長

平成17年３月取締役就任

平成20年５月常務取締役就任（現任）

平成20年５月首都圏事業本部長

平成20年10月

　

平成22年３月　

株式会社サンシティネクスト

代表取締役就任（現任）

東京支社長（現任）　

（注）２ 546

監査役

（常勤）
　 深瀬　雅永 昭和39年３月20日生

昭和62年４月新日本証券（現　みずほ証券株

式会社）入社

平成15年６月当社入社

平成16年７月ＩＲ室室長

平成20年３月ＩＲ室長

平成20年３月取締役就任

平成20年５月

平成22年３月　

管理本部長

監査役就任（現任）　

（注）５ 23

監査役

（非常勤）
 近藤　嘉孝 昭和14年11月３日生

昭和33年３月德陽相互銀行入行

平成10年８月株式会社ソノベ入社

平成12年３月太陽観光開発株式会社入社

平成17年３月当社監査役就任（現任）

（注）３ 4

監査役

（非常勤）
 井野　一弘 昭和43年９月29日生

平成６年11月司法試験合格

平成10年４月司法修習修了

平成10年４月弁護士登録

平成13年３月井野法律事務所開業（現任）

平成21年３月当社監査役就任（現任）

（注）３ 　－

監査役

（非常勤）
 安保　淳一 昭和20年10月２日生

昭和39年４月仙台国税局　総務部　採用

平成８年７月 仙台国税局　総務部　人事第二

課長

平成10年７月大館税務署長

平成11年７月仙台国税局　総務部　人事第一

課長

平成14年７月仙台国税局　課税第二部次長

平成15年７月仙台国税局　課税第一部次長

平成16年７月仙台国税局　課税第一部長

平成17年７月辞職

平成17年11月安保淳一税理士事務所開業

（現任）

平成20年３月当社監査役就任（現任）

（注）４ －

    計  26,529

（注）１.　監査役　近藤嘉孝、井野一弘及び安保淳一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２.　平成21年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３.　平成21年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４.　平成20年３月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５.　平成22年３月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６.　当社では「執行と監督の分離」により業務執行と経営監督とを明確に分化するべく、執行役員制度を導入して

おります。執行役員は３名で、北東北営業本部長兼盛岡支店長　阿部尚史、事業部長　名村信夫、経営企画担当　中

井唯雄であります。　　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、経営の透明性、健全性、迅速な意思決定、経営の執行及び監督体制を維持・充実させることによる企業

価値の向上を経営上の重要課題の一つとして考えております。その実現のため、株主、取引先、地域社会、社員等

の各ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、現在の株主総会、取締役会、監査役会等の制度の強化・

改善をしながらコーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

① 会社の機関の基本的説明

当社は監査役制度を採用しており、社外監査役を３名（うち常勤監査役１名）選任し監査を実施してお

り、取締役会につきましては10名の社内取締役会で構成されておりましたが、平成22年２月15日で開示いた

しましたとおり、当社は平成22年３月30日付（本有価証券報告書提出日）を以って新体制へと移行致しまし

た。

新体制の内容は、監査役４名（うち常勤監査役１名）を選任し、社内監査役１名と社外監査役３名で構成

され、取締役会へ常時出席し意見陳述を行うほか、取締役からの意見聴取、重要な会議への出席並びに重要書

類の閲覧などを通して取締役による意思決定と業務執行に関するチェックの強化を図ります。

取締役会につきましては、社内取締役４名で構成することとし、新たに執行役員制度を導入し「執行と監

督の分離」により業務執行と経営監督を明確に分化することにより、経営の健全性・効率化を推進いたしま

す。なお、取締役会は、月１回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定

められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。また、

業務執行上の必要に応じ顧問弁護士に適宜アドバイスを受けております。

下記「②会社のコーポレート・ガバナンス体制摸式図」は新体制後（本有価証券報告書提出日）の模式

図を示しております。　

② 会社のコーポレート・ガバナンス体制模式図
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③ 内部統制システムの整備の状況

当社の事業内容から遵守すべき法令などが多く、対応すべきリスクも多種多様であることから、当社が健

全で持続的な発展をするためには、内部統制システムを整備・運用することが経営上重要な課題であると考

えております。よって当社は、「内部統制システム整備に関する基本方針」を定め、リスクコンプライアンス

委員会を中心に、業務の有効性、効率性、適正性を確保するため、内部統制システムを整備しております。

a. 取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

i.取締役をリーダーとするリスクコンプライアンス委員会を設置し、法令、定款及び諸規則遵守の周知

・徹底と実行を図る体制を構築する。

ii.リスクコンプライアンス委員会は、役員と従業員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアル

の作成・配布を行うこと等により、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意

識を醸成する。　

b. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行にかかる情報については、「文書管理規程」に基づき、適切かつ確実に検索が容易な

状態で保存・管理するとともに、情報種別に応じて適切な保存期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維

持することとする。

c. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制　

i.会社の損失の危険については、それぞれの担当部署において、必要に応じ、規則、業務標準、マニュアル

等を作成し、それらの周知徹底を図るものとし、新たに発生したリスクについては、代表取締役が速や

かに担当部署を定める。　

ii.代表取締役社長直属の内部監査室が、内部監査規程に基づき監査を担当する。内部監査室は必要に応

じ、監査の実施方法・実施項目の検証を行い、必要があれば監査方法の改定を行う。　

d. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制　

i.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原則月

１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、役員人事・組織・事業計画等全社的

な意思決定事項について、慎重に協議して意思決定を行う。　

ii.取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織基本規程」「業務分掌規程」において、それぞ

れの責任者及びその責任、執行手続の詳細についての定めによるものとする。

e. 会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制　

子会社などのリスク情報の有無を監査するため、内部監査室を中心とした定期的な監査を実施する体

制を構築する。監査の結果、子会社などに損失の危険の発生を把握した場合には、ただちに、取締役、監査

役、その他担当部署に報告される体制を構築する。　

f. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び、

前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項　

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。なお、使用人の任命、異

動、評価、懲戒は、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保

するものとする。　

g. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制　

監査役は取締役会に出席するほか、その他重要な会議に出席することができるとともに、重要な決議書

類等の閲覧、業務、財産状況の調査を行うことが出来る。そのため取締役及び使用人は重要な会議開催の

日程を、監査役に連絡し出席を依頼するものとする。

また、次のような緊急事態が発生した場合には、取締役及び使用人は、遅滞なく監査役に報告するもの

とする。　

i.当社の業務又は財産に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財産上の諸問題

ii.その他当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
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ｈ. その他監査役の監査が、実効的に行われることを確保するための体制　

i.常勤監査役は、取締役及び使用人から上記のとおり重要事項について常に報告を受け、また調査を必

要とする場合には管理部、内部監査室に要請して、監査が効率的に行われる体制とする。また、監査役

会を年４回以上開催し、重要事項について協議するほか、年３回以上監査役会と会計監査人との面談

を持ち、特に財産上の問題点につき協議する。このような体制で、監査がより実効的に行われることを

確保する。　

ii.代表取締役との定期的な意見交換会を開催することに努め、また内部監査室との連携を図り、適切な

意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

④ 内部監査及び監査役監査の状況

当社における内部体制の監査については、内部監査担当部門である内部監査室（３名）を社長直轄に設置

し、業務執行から独立した立場で内部監査を実施しております。内部監査計画に基づき、事業運営活動が、法

令、定款及び諸規程並びに経営方針や計画に沿って行われているかを検証し、問題点の指摘と解決方法の検

討を行っております。これにより経営効率及び収益力の向上に寄与し、当社グループの健全性の保持に貢献

すると考えております。

監査役監査については、監査役会が定めた監査の方針、監査計画に従い、本社及び主要な事業所において業

務及び財産の状況を調査し、必要に応じて子会社に事業の報告を求めております。また、他の監査部門との連

携については、会計監査人及び内部監査室とは年３回以上面談を持ち意見交換、情報交換を行い、相互連携の

もとに監査を実施しております。

⑤ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社は、社外監査役を３名選任しており、うち当社株式の保有者は近藤嘉孝氏であります。なお、保有株式

数については「第４　提出会社の状況　５　役員の状況」を参照してください。また、それ以外の人的関係、取

引関係その他利害関係に該当する事項はありません。　

また、それ以外の人的関係、取引関係その他利害関係に該当する事項はありません。　

⑥ 会計監査の状況

当社の会計監査人である青藍公認会計士共同事務所所属の公認会計士 金子太妥志氏、同 公認会計士 原

田辰也氏、同 公認会計士 高口洋士氏と平成21年４月23日付で金融商品取引法に基づく監査契約を締結しま

した。

（業務を執行した公認会計士の氏名、所属する事務所名及び継続監査年数）

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する事務所

金子太妥志

青藍公認会計士共同事務所原田辰也

高口洋士

（注）継続監査年数については、７年を超えていないため記載を省略しております。

（監査業務にかかる補助者の構成）

公認会計士 ３名

その他 １名

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、各部門担当取締役自身が各種のリスク特性を理解し、「第２　事業の状況、４　事業

等のリスク」に記載のとおり、社内でも共通認識を持つことによって、企業としての対応力強化に努めており

ます。また事案によっては、弁護士・公認会計士等の専門家によるアドバイスを適宜受けております。
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(3) 役員報酬の内容

取締役の年間報酬額　　　　159百万円　（うち社外取締役　　　　－百万円）

監査役の年間報酬額　　　　  8百万円　（うち社外監査役　 　　　8百万円）

なお、年間報酬額には役員賞与は含まれておりません。

(4) 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びこの選任決議は、累積投票によらない旨を定款に

定めております。

(5) 自己の株式の取得に関する決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであ

ります。

(6) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

(7) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 45 8 （注）38 －

連結子会社 － － － －

計 45 8 38 －

（注）当連結会計年度において前任会計監査人の新日本有限責任監査法人に対する、公認会計士法第２条第１項に規定

する業務に基づく報酬は０百万円です。

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第17期（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第18期（平

成21年１月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。
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２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年１月１日から平成20年12

月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）の財務諸表につい

ては、新日本有限責任監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日

まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年１月１日から平成21年12月31日まで）の財務諸表については、青

藍公認会計士共同事務所所属の公認会計士 金子太妥志氏、同公認会計士 原田辰也氏及び同公認会計士 高口洋士

氏により監査を受けております。

　なお、当社の会計監査人は次のとおり異動しております。

前連結会計年度及び前事業年度　新日本有限責任監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　公認会計士　金子太妥志

　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　原田辰也

　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　高口洋士

　

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1)異動に係る監査公認会計士等

　①選任した監査公認会計士等の名称

　　公認会計士　金子太妥志

　　公認会計士　原田辰也

　　公認会計士　高口洋士

　②退任した監査公認会計士等の名称

　　新日本有限責任監査法人

　

(2)異動の年月日　平成21年４月10日

　

(3)監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

　①異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　平成21年３月27日

　②異動監査公認会計士等が作成した監査報告書又は内部統制監査報告書等における内容等

　　該当事項はありません。

　③異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　現在当社は、全資源を分譲マンション事業に集約し販売の拡大を目指すと共に、販管費等を大幅に削減すること

により、事業安定化を図っております。当該状況を踏まえた今後の監査対応の体制等についての検討を重ねてま

いりましたが、当社の企業規模、事業内容に合致した会計監査人に変更すべきと判断し、新日本有限責任監査法人

に対し第18期（平成21年12月期）に係る監査及び四半期レビュー契約を締結しない旨の申し入れを行い、双方合

意いたしました。これに伴い、当社の会計監査人が不在となることを回避し、監査業務が間断なく実施されること

を確保するため、平成21年４月10日開催の監査役会において、会社法第346条第４項及び第６項の規定に基づき、

公認会計士金子太妥志氏、原田辰也氏及び高口洋士氏の３名を一時会計監査人に選任いたしました。

　④上記③の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る異動監査公認会計士の

　

　　意見　

　　特段の意見はないとの申出を受けております。

　⑤異動監査公認会計士等が上記④の意見を表明しない場合における理由等

　　該当事項はありません。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 2,496

※2
 1,770

受取手形及び売掛金 1,012 70

たな卸資産 ※2
 43,043 －

販売用不動産 － ※2
 11,291

仕掛販売用不動産 － ※2
 15,793

未成工事支出金 － 67

貯蔵品 － 3

その他 759 330

貸倒引当金 △24 △12

流動資産合計 47,286 29,315

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 5,258

※2
 5,191

減価償却累計額 △95 △224

建物及び構築物（純額） 5,162 4,966

土地 ※2
 5,200

※2
 5,068

その他 39 34

減価償却累計額 △29 △27

その他（純額） 10 7

有形固定資産合計 10,373 10,042

無形固定資産

のれん 954 838

その他 11 16

無形固定資産合計 965 854

投資その他の資産

投資有価証券 170 117

関係会社株式 10 ※1
 0

その他 915 592

貸倒引当金 △598 △423

投資その他の資産合計 496 286

固定資産合計 11,835 11,183

資産合計 59,121 40,499
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年12月31日)

当連結会計年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び工事未払金 3,651 ※2, ※5
 2,520

短期借入金 ※2
 8,280

※2
 4,655

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 13,987

※2
 24,776

未払法人税等 187 19

繰延税金負債 － 104

その他 1,600 1,282

流動負債合計 27,707 33,358

固定負債

社債 371 172

長期借入金 ※2
 23,238

※2
 5,627

繰延税金負債 － 22

退職給付引当金 － 5

役員退職慰労引当金 － 296

その他 851 498

固定負債合計 24,461 6,622

負債合計 52,168 39,980

純資産の部

株主資本

資本金 7,510 7,510

資本剰余金 7,392 1,286

利益剰余金 △6,573 △6,910

自己株式 △1,367 △1,367

株主資本合計 6,962 519

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 2

繰延ヘッジ損益 △11 △2

評価・換算差額等合計 △9 0

純資産合計 6,953 519

負債純資産合計 59,121 40,499
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 33,803 19,964

売上原価 28,850 ※1
 21,662

売上総利益又は売上総損失（△） 4,953 △1,697

販売費及び一般管理費 ※2
 6,227

※2
 3,508

営業損失（△） △1,273 △5,205

営業外収益

受取利息 19 6

解約違約金収入 35 6

賃貸収入 572 66

金利スワップ評価益 － 22

その他 99 26

営業外収益合計 725 128

営業外費用

支払利息 1,165 854

支払手数料 231 13

賃貸原価 133 21

貸倒引当金繰入額 88 16

その他 109 8

営業外費用合計 1,727 913

経常損失（△） △2,275 △5,990

特別利益

前期損益修正益 － 122

固定資産売却益 ※3
 776

※3
 0

貸倒引当金戻入額 － 19

その他 114 3

特別利益合計 891 145

特別損失

前期損益修正損 － 36

たな卸資産評価損 ※4
 8,985

※4
 223

固定資産売却損 ※5
 70

※5
 28

固定資産除却損 ※6
 12

※6
 1

減損損失 ※7
 2,494

※7
 51

貸倒引当金繰入額 － 79

その他 328 18

特別損失合計 11,891 438

税金等調整前当期純損失（△） △13,276 △6,283

法人税、住民税及び事業税 142 10

法人税等還付税額 － △95

法人税等調整額 219 252

過年度法人税等戻入額 － △7

法人税等合計 362 160

当期純損失（△） △13,638 △6,443
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,508 7,510

当期変動額

新株の発行 2 －

当期変動額合計 2 －

当期末残高 7,510 7,510

資本剰余金

前期末残高 7,390 7,392

当期変動額

新株の発行 2 －

資本準備金の取崩 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 16

欠損填補 － △6,122

当期変動額合計 2 △6,106

当期末残高 7,392 1,286

利益剰余金

前期末残高 7,729 △6,573

当期変動額

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △13,638 △6,443

自己株式の消却 △0 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △16

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － 6,122

当期変動額合計 △14,302 △337

当期末残高 △6,573 △6,910

自己株式

前期末残高 △1,367 △1,367

当期変動額

自己株式の消却 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 △1,367 △1,367

株主資本合計

前期末残高 21,260 6,962

当期変動額

新株の発行 4 －

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △13,638 △6,443

資本準備金の取崩 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － －

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △14,297 △6,443

当期末残高 6,962 519
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △10 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

12 0

当期変動額合計 12 0

当期末残高 1 2

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △9 △11

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 8

当期変動額合計 △1 8

当期末残高 △11 △2

評価・換算差額等合計

前期末残高 △20 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

10 9

当期変動額合計 10 9

当期末残高 △9 0

純資産合計

前期末残高 21,239 6,953

当期変動額

新株の発行 4 －

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △13,638 △6,443

資本準備金の取崩 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10 9

当期変動額合計 △14,286 △6,434

当期末残高 6,953 519
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △13,276 △6,283

減価償却費 56 137

のれん償却額 306 115

ヘッジ損益（△は益） △8 22

匿名組合評価益 △17 △11

固定資産減損損失 2,494 51

たな卸資産評価損 8,985 1,174

投資有価証券評価損益（△は益） 72 0

関係会社株式評価損 － 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 479 74

賞与引当金の増減額（△は減少） △28 △5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 52 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △21 △0

受取利息及び受取配当金 △20 △7

支払利息 1,165 854

有形固定資産除却損 12 1

有形固定資産売却損益（△は益） △706 28

固定資産評価損 204 －

前期損益修正益 － △122

前期損益修正損 － 36

有価証券売却損益（△は益） － 7

売上債権の増減額（△は増加） 421 867

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,726 14,713

前渡金の増減額（△は増加） 916 3

仕入債務の増減額（△は減少） △9,990 △1,703

前受金の増減額（△は減少） 171 △240

その他の資産の増減額（△は増加） 135 226

その他の負債の増減額（△は減少） 8 △255

その他の固定資産の増減額（△は増加） △74 39

その他 75 △39

小計 △16,311 9,688

利息及び配当金の受取額 24 10

利息の支払額 △1,134 △532

法人税等の支払額 △1,516 △175

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,938 8,990
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △60

定期預金の払戻による収入 150 60

拘束力のある普通預金の預入による支出 － △937

有形固定資産の取得による支出 △38 △4

無形固定資産の取得による支出 － △2

有形固定資産の売却による収入 2,132 118

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

連結子会社株式の取得による支出 ※2
 △650 －

投資有価証券の売却による収入 － 45

貸付けによる支出 △114 －

貸付金の回収による収入 38 9

預り保証金の返還による支出 △700 －

匿名組合からの分配による収入 17 －

その他の投資の取得による支出 △325 △47

その他の投資の回収による収入 146 142

投資活動によるキャッシュ・フロー 656 △676

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,226 △2,275

長期借入れによる収入 17,035 －

長期借入金の返済による支出 △16,359 △7,599

社債の発行による収入 300 －

社債の償還による支出 △109 △99

株式の発行による収入 4 －

配当金の支払額 △662 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,436 △9,977

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,845 △1,663

現金及び現金同等物の期首残高 15,282 2,436

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,436

※1
 772
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【継続企業の前提に関する事項】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

当社グループは当連結会計年度において、サブプライム
ローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響
により不動産流動化事業における物件売却が進まず、販売
用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことか
ら、13,638百万円の当期純損失を計上しており、営業
キャッシュ・フローにおいても大幅なマイナスとなって
おります。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産の部
の金額が、前連結会計年度の決算期末における連結貸借対
照表の純資産の部の金額を下回ったこと等により、株式会
社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ
銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞれエージェン
トとするシンジケートローン契約に付されている財務制
限条項に抵触しております。
当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が
存在しております。　
当社グループは当該状況を解消すべく、不動産流動化事
業における新規物件開発は行わず、当社グループが最も得
意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンション事業
に特化することを決定し、不動産流動化事業に係るたな卸
資産の早期の売却を進めております。
また、分譲マンションプロジェクト資金につきまして
は、従来、原則として建物竣工時に一括返済の条件で借り
入れておりましたが、より安定した資金繰り運営を行う必
要から、建物竣工後の販売スケジュールに対応した分割返
済への返済条件の変更を取引金融機関に要請し、当連結会
計年度中に返済期限の到来した借入金の一部については、
返済条件変更に応じていただきました。今後返済期限の到
来する借入金についても同様の要請を行い返済条件の変
更を進めており、今後も継続して支援する意向との回答を
得ております。
損益の改善策としては、当社グループの全資源を分譲マ
ンション事業へ集約し、それに伴う組織変更及び人員配置
の適正化、ならびに賃借料や広告宣伝費等を見直すことに
より販売費及び一般管理費を大幅に削減し、翌連結会計年
度以降の事業安定化を図ってまいる所存であります。
財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会
社みずほ銀行をエージェントとするシンジケートローン
契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あおぞ
ら銀行をエージェントとするシンジケートローン契約に
ついては平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行をエージェントとするシンジケートローン契約に
ついては平成21年１月20日付にて、それぞれ不動産等を担
保提供すること等を条件に平成20年12月期決算において
期限の利益喪失の猶予の承諾をいただいております。
また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシン
ジケートローン契約については、契約上正式な猶予手続き
はまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請求につ
いてご猶予いただけるか否かについて予め諮りましたと
ころ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨のご回
答を書面にて頂いております。　
以上の理由から当連結会計年度における連結財務諸表
は継続企業を前提に作成されており、このような重要な疑
義の影響を連結財務諸表には反映しておりません。　

当社グループは前連結会計年度において、サブプライム
ローン問題に端を発した不動産に係る信用収縮等の影響
により不動産流動化事業における物件売却が進まず、販売
用不動産等の時価が大幅に下落し評価減を行ったことか
ら、営業損失1,273百万円、経常損失2,275百万円、当期純損
失13,638百万円を計上し、営業キャッシュ・フローにおい
ても大幅なマイナスとなりました。
当連結会計年度においても、営業キャッシュ・フローは
プラスに転じたものの、引き続き不動産価格の下落により
利益率が低下し、販売用不動産等の評価減を行ったことか
ら、営業損失5,205百万円、経常損失5,990百万円、当期純損
失6,443百万円を計上いたしました。
また、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株
式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞ
れエージェントとする４件のシンジケートローン契約に
付されている財務制限条項に抵触するとともに、平成21年
５月27日には、当社グループが借入を行っている全取引金
融機関に対して、同日以降に期限が到来した借入金につい
て、返済条件等の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維
持要請を行っております。
当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような状況が存在しております。　
当社グループは当該状況を解消すべく、当社グループが
最も得意とする地方衛星都市を中心とした分譲マンショ
ン事業への特化、不動産流動化事業に係る資産の早期売
却、コスト削減プロジェクトチームの立ち上げによる販売
費及び一般管理費の大幅削減に努め、事業運営及び資金収
支の安定化を図ります。
また、当社グループは上記内容を基本方針とした事業計
画を策定し、取引先金融機関への説明を行うとともに、各
金融機関に対する返済条件の変更を依頼し、既に約８割に
及ぶ金融機関より応諾を得ております。
財務制限条項に抵触している件につきましても、各シン
ジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承諾
を頂いておりますが、上記の返済条件の変更依頼と併せ
て、更なる猶予の延長を依頼しております。
しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しなが
ら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められます。
なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成してお
り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結
財務諸表に反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　　２社

連結子会社名

株式会社　サンシティビルド 

株式会社　地建

(1)連結子会社の数　　　２社

連結子会社名

株式会社　サンシティビルド 

株式会社　サンシティネクスト

株式会社サンシティネクスト(旧株式会

社地建)は、平成21年４月１日付で商号変

更を行っております。　

 (2)主要な非連結子会社の名称

株式会社サンシティリセール

(2)主要な非連結子会社の名称

株式会社サンシティリセール

 （連結の範囲から除外した理由）

　非連結子会社の総資産、売上高、当期純

利益及び利益剰余金等がいずれも少額で

あり、全体として連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないものであるため、連結

の範囲から除外しております。

（連結の範囲から除外した理由）

同左

２．持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない非連結子会社及び関

連会社のうち主な会社の名称

株式会社サンシティリセール

持分法を適用しない非連結子会社及び関

連会社のうち主な会社の名称

株式会社サンシティリセール

　 （持分法を適用していない理由）

　持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純利益及び利益剰余金等がいず

れも少額であり、全体として連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないものである

ため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。

（持分法を適用していない理由）

同左　

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち株式会社サンシティビ

ルドの決算日は11月30日であり、連結決算

日との差は３ヶ月以内であるため、連結財

務諸表の作成にあたっては、同日現在の財

務諸表を基礎としております。　

なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

　従来、連結子会社のうち株式会社サンシ

ティビルドの決算日は11月30日であり、同

日現在の財務諸表を基礎とし、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりましたが、当

連結会計年度より同社の決算日を連結決算

日である12月31日に統一することを目的に

変更したため、同社については、平成20年12

月１日から平成21年12月31日までの13ヶ月

決算となっております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 

 

(1)有価証券

その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

 

 

(1)有価証券

その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

なお、匿名組合契約に基づく出資

（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決算

書類を基礎とし、損益の純額に対する

持分相当額を取込む方法によってお

ります。

②　時価のないもの

同左

 (2)たな卸資産

①  販売用不動産及び仕掛販売用不動

産

個別法による原価法を採用してお

ります。

(2)たな卸資産

①  販売用不動産、仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金

　　個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。

 ②　貯蔵品

最終仕入原価法を採用しておりま

す。

②　貯蔵品

同左

 (3)デリバティブ取引 

  時価法を採用しております。

(3)デリバティブ取引 

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。  

建物び構築物　８年～50年

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物及び構築物　８年～50年　

　 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

　この変更に伴う、損益に与える影響は

軽微であります。　

　

 (2)無形固定資産

定額法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (3)　　　　――――――　

　

(3)リース資産　

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が平成20年

12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 (4)長期前払費用

定額法によっております。

(4)長期前払費用

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(3) 重要な引当金の計上基

準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担に属する部分を計上してお

ります。

(2)　　　　――――――

　

 (3)退職給付引当金 

　当社及び連結子会社１社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における簡便法（期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法）によ

る退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上してお

ります。

(3)退職給付引当金 

　当社及び連結子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける簡便法（期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法）による退

職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。

 (4)役員退職慰労引当金 

　当社及び連結子会社１社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

――――――
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引　

ヘッジ対象：借入金利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

　将来の借入金の金利上昇リスクに対

し、借入額の範囲内で金利スワップ取引

によりヘッジを行う方針であります。

　また、ヘッジ会計の中止に伴って発生

した評価差額は、ヘッジ対象の満期まで

の期間にわたって金利の調整として各

期の損益に配分しております。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価し

ております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

 (2)繰延資産の処理方法

①株式交付費

　支出時に全額費用処理しております。

(2)　　　 ――――――

 ②社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。

　

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれんの償却に関する事

項

のれんの償却については、その効果が発

現すると見積られる期間（主として10年）

で均等償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （重要な資産の評価基準及び評価の変更の方法）

（販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、個別法による原価法によっておりましたが、当連結

会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。

　これにより当連結会計年度の営業損失、経常損失は951

百万円、税金等調整前当期純損失は1,174百万円増加し

ております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引においては、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。

　これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響はありません。　

　

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 50/118



【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用になることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」

「未成工事支出金」「貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「販

売用不動産」「仕掛販売用不動産」「未成工事支出金」

「貯蔵品」はそれぞれ14,895百万円、27,832百万円、312百

万円、３百万円であります。

（連結損益計算書）

　「金利スワップ評価益」は、前連結会計年度まで営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超え

たため、区分表記しました。

　なお、前連結会計年度の「金利スワップ評価益」は23百

万円であります。　

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（たな卸資産）

当連結会計年度において、保有目的の変更によりたな卸

資産から建物及び構築物へ4,279百万円、土地へ4,582百万

円振替えております。

　　　　　　　　――――――
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

　１．　　　　　　――――――――

　

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

　 　 （百万円）

関係会社株式 0

※２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　 （百万円）

普通預金 14

定期預金 50

販売用不動産 12,264

仕掛販売用不動産 25,670

建物及び構築物 5,083

土地 5,095

 計 48,177

　上記の他連結上相殺消去しております関係会社株式

5,310百万円があります。

　 （百万円）

普通預金 937

販売用不動産 8,940

仕掛販売用不動産 15,618

建物及び構築物 4,904

土地 5,047

 計 35,449

　上記の他連結上相殺消去しております関係会社株式

4,111百万円があります。

 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

　 （百万円）

短期借入金 5,673

１年内返済予定の長期借入金 13,442

長期借入金 22,508

計 41,624

　 （百万円）

支払手形及び工事未払金 2,423

短期借入金 4,256

１年内返済予定の長期借入金 20,197

長期借入金 5,529

計 32,408

　なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取引

として会計処理したため、担保に供している資産およ

び担保付債務として処理したものは次のとおりであ

ります。

　なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取引

として会計処理したため、担保に供している資産及び

担保付債務として処理したものは次のとおりであり

ます。

　 （百万円）

販売用不動産 2,063

仕掛販売用不動産 742

計 2,805

　 （百万円）

販売用不動産 885

計 885

　 （百万円）

短期借入金 2,367

長期借入金 115

計 2,482

　 （百万円）

短期借入金 348

長期借入金 83

計 432

３．受取手形の期末裏書高は、154百万円であります。 ３．受取手形の期末裏書高は、19百万円であります。

４. 偶発債務

　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。

４. 偶発債務

　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21
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前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

５.　　　　　　　―――――――― ※５．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残

高に含まれております。　

　 （百万円）

支払手形 8

計 8

（流動負債の「支払手形及び工事未払金」に含まれ

ております。）　

６．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当連結会計年度末借入金残高4,162

百万円）を締結しております。当該契約には、下記の

財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、

多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知があ

れば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息

及び精算金等を支払う義務を負っております。

６．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当連結会計年度末借入金残高3,832

百万円）を締結しております。当該契約には、下記の

財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、

多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知があ

れば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息

及び精算金等を支払う義務を負っております。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表におけ

る自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権

及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の

合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日における

自己資本の合計金額の75％、または直前決算期末の自

己資本の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに

維持すること。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表におけ

る自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権

及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の

合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日における

自己資本の合計金額の75％、または直前決算期末の自

己資本の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに

維持すること。

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連

結損益計算書及び単体の損益計算書における経常損

益を損失としないこと。

  なお、当連結会計年度末の連結損益計算書上で経常

損失となったため、財務制限条項に抵触しました。契

約上正式な猶予手続きはまだ完了しておりませんが、

期限の利益の喪失請求についてご猶予いただけるか

否かについて予め諮りましたところ、平成21年1月30

日付にてご猶予いただける旨のご回答を書面にて頂

いております。　

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連

結損益計算書及び単体の損益計算書における経常損

益を損失としないこと。

  なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。
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前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

(2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当連結会計年度末借入金残

高6,465百万円）を締結しております。当該契約には

下記の財務制限条項が付されており、これに抵触した

場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知

があれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義

務を負っております。

(2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当連結会計年度末借入金残

高4,006百万円）を締結しております。当該契約には

下記の財務制限条項が付されており、これに抵触した

場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知

があれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義

務を負っております。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対

照表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損

益、新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であ

り、単体の貸借対照表においては純資産の部の金額か

ら繰延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額を

いう。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の

貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に

維持すること。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対

照表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損

益、新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であ

り、単体の貸借対照表においては純資産の部の金額か

ら繰延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額を

いう。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の

貸借対照表における純資産の部の金額の　75％以上に

維持すること。

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計

算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失

及び経常損失とならないこと。

　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産

の部の金額（繰延ヘッジ損益を除いた金額）が直前

の連結会計年度末の連結貸借対照表における純資産

の部の金額の75％を下回ったため、かつ当連結会計年

度の連結損益計算書上の営業損益及び経常損益がそ

れぞれ営業損失及び経常損失となったため、財務制限

条項に抵触しましたが、既に平成20年12月８日付にて

預金を担保提供することを条件に平成20年12月期決

算において期限の利益喪失猶予のご承諾をいただき

ました。　

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計

算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失

及び経常損失とならないこと。

　なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。
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前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

(3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当連結会計年度末借入金残高

3,119百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。

(3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当連結会計年度末借入金残高

2,487百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算

の日において、以下の各号の条件を充足すること。

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算

の日において、以下の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下

の各号の条件を充足すること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下

の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産

の部の金額が平成18年12月決算期末日における連結

貸借対照表の純資産の部の金額を下回ったため、財務

制限条項に抵触しましたが、既に平成20年９月５日付

にて不動産を担保提供することを条件に平成20年12

月期中間決算及び平成20年12月期決算において期限

の利益喪失猶予のご承諾をいただきました。

　なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。
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前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

(4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当連結会計年度末借入金残高

3,659百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

(4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当連結会計年度末借入金残高

3,239百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における単体の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における単体の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における連結の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における連結の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

　なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表の純資産

の部の金額が直前の連結会計年度末の連結貸借対照

表の純資産の部の金額を下回ったため、かつ当連結会

計年度の連結損益計算書上で経常損失を計上したた

め、財務制限条項に抵触しましたが、既に平成21年１

月20日付にて不動産を担保提供することを条件に平

成20年12月期決算において期限の利益喪失猶予のご

承諾をいただきました。

　なお、当連結会計年度末で財務制限条項に抵触して

いる件につきましては、「継続企業の前提に関する事

項」に記載の通り、期限の利益の喪失の猶予は頂いて

おりますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶

予の依頼をしております。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　１．　　　　　　―――――――― ※１．販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出

金は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、

次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

　 　 951百万円

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

　 （百万円）

給料手当 1,127

賞与引当金繰入額 4

役員退職慰労引当金繰入額 85

退職給付費用 87

広告宣伝費 1,221

支払手数料 566

減価償却費 17

貸倒引当金繰入額 390

　 （百万円）

給料手当 855

退職給付費用 62

広告宣伝費 481

支払手数料 310

減価償却費 12

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　 （百万円）

建物及び構築物 599

土地 177

その他 0

　計 776

　 （百万円）

その他 0

　計 0

※４．たな卸資産評価損の内訳は次のとおりであります。 ※４．たな卸資産評価損の内訳は次のとおりであります。

　 （百万円）

販売用不動産 1,912

仕掛販売用不動産 7,072

　計 8,985

　 （百万円）

販売用不動産 223

　計 223

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　 （百万円）

土地 70

その他 0

　計 70

　 （百万円）

土地 7

建物及び構築物 21

　計 28

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　 （百万円）

建物及び構築物 9

その他 3

　計 12

　 （百万円）

建物及び構築物 0

その他 0

　計 1
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※７．固定資産減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て固定資産減損損失を計上しました。

※７．固定資産減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グループについ

て固定資産減損損失を計上しました。

　 （百万円）

場所又は会社 用途 金額 種類

連結子会社㈱地

建
― 2,466のれん

東京都千代田区

等
事務所 27

建物及び構築

物

　計 2,494 

　 （百万円）

場所又は会社 用途 金額 種類

宮城県仙台市

泉区

賃貸用不

動産
51土地

　計 51 

　当社グループは、原則として賃貸用資産については、個

別資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の共用資産

又はのれんについて、事業部門等のより大きな単位でグ

ルーピングしております。

  連結子会社、株式会社地建に係るのれんについては、

不動産市況の著しい悪化等の影響により、通期業績が予

算未達となったことから、株式会社地建の中期事業計画

を見直した結果、株式買収時に予定していた超過収益力

が一部見込めなくなったため、また、事務所については、

当社の本社事務所の移転を取締役会で決定した事によ

り帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を固

定資産減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額については、使用

価値により測定しております。のれんの使用価値は、割

引キャッシュフロー（ＤＣＦ）方式を採用し、今後８年

間のキャッシュフロー予測を基に割引率６％を適用し

て算定し、事務所の使用価値は将来キャッシュフローが

マイナスとなるためゼロとして算定しております。

　当社グループは、原則として賃貸用資産については、個

別資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の共用資産

又はのれんについて、事業部門等のより大きな単位でグ

ルーピングしております。

  賃貸用不動産については、不動産賃貸事業として保有

していた不動産の売却を決定したことにより帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を固定資産減損

損失として特別損失に計上しました。

　なお、資産の回収可能価額は、正味売却価額を適用し、

売却契約に基づく金額で評価しております。　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１・２ 537,356.70 608.00 0.70 537,964.00

合計 537,356.70 608.00 0.70 537,964.00

自己株式     

普通株式（注）２ 26,866.70 － 0.70 26,866.00

合計 26,866.70 － 0.70 26,866.00

（注）１．発行済株式総数の増加は、第１回新株予約権の行使によるものであります。

２．発行済株式総数及び自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日

定時株主総会
普通株式 663 1,300平成19年12月31日平成20年３月28日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 537,964.00 － － 537,964.00

合計 537,964.00 － － 537,964.00

自己株式     

普通株式 26,866.00 － － 26,866.00

合計 26,866.00 － － 26,866.00

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 2,496

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60

現金及び現金同等物     2,436

　

　

　 （百万円）

現金及び預金勘定 1,770

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △60

拘束力のある普通預金 △937

現金及び現金同等物 772

※２．前連結会計年度における株式会社地建の株式取得に

かかる未払金の支払であります。

　２．　　　　　　　──────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　

　

　

　

　

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、い

ずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

り、その内容は次のとおりであります。

(1) 借主側

 ①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額　

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

31 12 19

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

97 38 59

合計 129 51 78

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

31 18 12

有形固定資産
その他
（器具及び備
品） 

97 56 40

合計 129 75 53

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 24

１年超 55

合計 80

 （百万円）

１年内 21

１年超 34

合計 55

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

 （百万円）

支払リース料 24

減価償却費相当額 22

支払利息相当額 2

 （百万円）

支払リース料 27

減価償却費相当額 25

支払利息相当額 2

(4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ④　減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 ⑤　利息相当額の算定方法

同左

２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．  オペレーティング・リース取引

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

 （百万円）

１年内 3

１年超 8

合計 12

 （百万円）

１年内 3

１年超 5

合計 8

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

種類

前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1)株式 2 4 1 2 4 2

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 － － － 0 0 0

小計 2 4 1 2 4 2

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1)株式 1 0 △0 1 0 △0

(2)債券 － － － － － －

(3)その他 53 53 － － － －

小計 54 54 △0 1 1 △0

合計 56 58 1 3 6 2

（注）  その他有価証券で時価のある株式等の減損処理にあたっては、当該連結会計年度末日の時価が取得原価の70％

以下の銘柄についてその適用対象としております。ただし、当該期末日の時価が取得原価の70％以下、50％超の銘

柄については、過去１年間を通じて時価が取得原価の70％以下である場合に減損処理を行うこととしておりま

す。

　表中の「取得原価」は減損後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価

証券評価損72百万円を計上しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

53　 －　 7　

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

種　類
前連結会計年度

（平成20年12月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年12月31日現在）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)その他有価証券         

非上場株式 12 11

非上場債券 100 100

その他 － －

(2)関係会社株式 10 0

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成20年12月31日） 当連結会計年度（平成21年12月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券         

(1）社債 － － 100 － － － 100 －

２．その他 － － － － － － － －

合計 － － 100 － － － 100 －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

(1）取引の内容

金利スワップ取引

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利の将来の上昇リスクを

回避する目的で利用しております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、一部の金利スワップ取引については、ヘッ

ジ会計の適用要件を充足しなくなったものについ

ては、ヘッジ会計の適用を中止しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対し、借入額の

範囲内で金利スワップ取引によりヘッジを行う方

針であります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

当社が利用している金利スワップ取引は、変動金利を

固定金利に交換するものであるため、将来の市場金利変

動リスクはほとんどないと判断しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内

の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、取引権限及び取

引限度額等を定めた「デリバティブ取引管理規程」に従

い、管理本部長の決裁により実行しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左
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２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の種類、契約額等、時価及び評価損益

（金利関連）

区分 種類

前連結会計年度末（平成20年12月31日） 当連結会計年度末（平成21年12月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引                                 

受取変動・支払固定 － － － － 1,000 1,000 △3 8

受取変動・支払変動 300 300 △2 1 － － － －

受取固定・支払固定 750 750 △16 8 500 500 0 15

合計 1,050 1,050 △18 10 1,500 1,500 △2 23

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度、規約型確定給付企業年金制度及び厚生年金基金

制度を併用しております。なお、厚生年金基金制度は、全国宅地開発厚生年金基金に加入しております。 

当連結会計年度において、当社は適格退職年金制度を廃止し、平成20年４月１日より確定給付企業年金法に

基づく規約型確定給付企業年金制度に移行しております。　

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。　

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）　

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日）　

当連結会計年度

（平成21年３月31日）　

年金資産の額 31,483百万円 24,189百万円　

年金財政計算上の給付債務の額　 37,939百万円 38,361百万円　

差引額 △6,456百万円　 △14,171百万円　

　　

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　　　前連結会計年度　3.12％（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　当連結会計年度　2.73％（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高1,078百万円及び当年度剰余金（△不足

金）△13,092百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間13年の元利均等償却であり

ます。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年12月31日現在）
当連結会計年度

（平成21年12月31日現在）

(1)退職給付債務（百万円） △47 △40

(2)年金資産（百万円） 42 40

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △5 0

(4)前払年金費用（百万円） － －

(5)退職給付引当金（百万円） △5 0

　（注）１．当社及び連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．当社及び連結子会社は総合設立型の厚生年金基金に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合

理的に計算できないため、当該厚生年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　なお、掛金拠出割合により計算した年金資産の額は次のとおりであります。

前連結会計年度　　838百万円 当連結会計年度　　649百万円

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

退職給付費用（百万円） 96 61

(1)勤務費用（百万円） 96 61

(追加情報）

前連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成

19年５月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
役員　　　　 9名

従業員　　　83名

ストック・オプション数

（注）
普通株式　11,776株

付与日 平成15年３月26日

権利確定条件
新株予約権の割当てを受けたものは、権利行使時においても当社または当社子会社の取締

役及び従業員であることを要する。 

対象勤務期間  定めはありません。

権利行使期間
 自　平成17年４月１日

 至　平成20年３月31日

 （注）株式分割をしておりますので、株式分割後の株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株） －

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 －

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 5,024

権利確定 －

権利行使 608

失効 4,416

未行使残 －
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②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） １株当たり　8,200

行使時平均株価　　　　　（円） 20,943

公正な評価単価（付与日）（円） －

 （注）会社法施行日前に付与されたストックオプションであるために、公正な評価単価は記載しておりません。

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年12月31日現在）

当連結会計年度
（平成21年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （百万円）

役員退職慰労引当金損金不算入額 122　

貸倒引当金繰入限度超過額 364

たな卸資産評価損 3,060

投資損失引当金 482

繰越欠損金 1,192

その他 373

繰延税金資産小計 5,595

評価性引当額 △5,470

繰延税金資産計 125

（繰延税金負債）  

繰延税金負債計 －

繰延税金資産の純額 125

（繰延税金資産） （百万円）

役員退職慰労引当金損金不算入額 120

貸倒引当金繰入限度超過額 104

繰越欠損金 7,087　

その他 200

繰延税金資産小計 7,512　

評価性引当額 △7,512

繰延税金資産計 －

（繰延税金負債）  

　その他 127

繰延税金負債計 127

繰延税金負債の純額 △127

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

当連結会計年度につきましては、税金等調整前当期純

損失を計上しているため、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

同左　

　

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年１月１日　　至　平成20年12月31日)

 

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年１月１日　　至　平成21年12月31日)

 

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

 
分譲マン
ション事業
（百万円）

不動産流
動化事業
（百万円）

不動産賃
貸事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去また
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上

高
24,3846,378 404 2,63633,803 － 33,803

(2）セグメント間の内部売

上高または振替高
－ － － 1,019 1,019(1,019) －

計 24,3846,378 404 3,65634,823(1,019)33,803

営業費用 25,0116,752 312 3,55235,628(  551)35,077

営業利益又は営業損失

（△）
△627 △373 91 104 △805 (  468)△1,273

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
                            

資産 28,22516,60710,1181,70556,656 2,46559,121

減価償却費 10 － 36 2 49 6 56

減損損失　 2,327 － 139 － 2,466 27 2,494

資本的支出 4 － － － 4 34 38

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ

ル等の買取り、売却

(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務

(4)その他の事業 ・・・・・・・・ 分譲マンションの内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は468百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は2,465百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。
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当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

 
分譲マン
ション事業
（百万円）

不動産流
動化事業
（百万円）

不動産賃
貸事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去また
は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上

高
12,8504,705 877 1,53119,964 － 19,964

(2）セグメント間の内部売

上高または振替高
－ － － 427 427 (427) －

計 12,8504,705 877 1,95820,391 (427)19,964

営業費用 14,9938,351 396 1,49525,237 (66) 25,170

営業利益又は営業損失

（△）
△2,142△3,645 480 462 △4,845  (360)△5,205

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
                            

資産 19,6328,948 9,870 398 38,850 1,64940,499

減価償却費 8 0 124 1 134 3 137

減損損失　 － － 51 － 51 － 51

資本的支出 6 － 0 0 7 3 10

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品

(1)分譲マンション事業・・・・・・分譲マンションの企画・開発・販売

(2)不動産流動化事業・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設の企画・開発・売却または中古オフィスビ

ル等の買取り、売却

(3)不動産賃貸事業・・・・・・・・賃貸用マンションや商業施設等の賃貸業務

(4)その他の事業 ・・・・・・・・ 分譲マンションの販売代理収入及び内装工事等

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は264百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用です。

４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は1,649百万円であり、その主なものは、当社で

の余資金運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

５．会計処理の変更の方法

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、「分譲マンション事業」で578百万円、「不動産流動化事業」で362

百万円営業損失がそれぞれ増加し、「その他の事業」で９百万円営業利益が減少しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が100％のため所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

海外売上高がないため海外売上高の記載を省略しております。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 13,604円49銭

１株当たり当期純損失金額 26,691円00銭

１株当たり純資産額 1,015円69銭

１株当たり当期純損失金額 12,607円53銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）

（百万円）
△13,638 △6,443

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）

（百万円）
△13,638 △6,443

期中平均株式数（株） 510,984 511,098
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１. 重要な資産の担保提供

(1) 当社は平成21年１月20日付で、財務制限条項に抵触

した株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約について、株式会社地建

（連結子会社）の販売用不動産を担保提供することを

条件に期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いており、平

成21年１月29日付で、当該資産を担保提供しておりま

す。当該資産の担保提供時の簿価は346百万円でありま

す。

　　　　　　　　　―――――――――

(2) 当社は平成21年２月３日付で、株式会社フジタと山

形ミッドランドタワーウェストの建築代金の支払い条

件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成引渡

時）において、当該建物及び土地を担保提供しており

ます。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は2,845

百万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金融機

関に担保提供されております。

　

(3) 当社は平成21年３月12日付で、安藤建設株式会社と

（仮称）サンヴァーリオ蔵前の建築代金の支払い条件

変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成引渡日）

において、当該建物及び土地を担保提供しております。

　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は1,273

百万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金融機

関に担保提供されております。

　

(4) 当社は平成21年３月13日付で、東海興業株式会社と

サンデュエル名取の建築代金の支払い条件変更に合意

し、平成21年３月13日（建物完成引渡日）において、当

該建物及び土地を担保提供しております。

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は651百

万円であります。

また、当該物件は当連結会計年度末において、金融機

関に担保提供されております。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

２. 重要な契約

　当社の子会社である、株式会社サンシティリセール

（以下、サンシティリセールといいます。）が平成21年

２月５日にシンガポールの投資会社であります

IPC Corporation Ltd.（以下「IPC」といいます。）と

商法第535条に基づく匿名組合契約を締結し、この契約

に基づきサンシティリセールが240億円を上限とする

出資を受け入れることについて契約を行いました。な

お、当該匿名組合契約の主な契約内容は以下のとおり

であります。

①契約期間：３年間

　　　　　　契約満了日 平成24年2月5日

　ただし、契約満了日において、未販売在庫がある場合

は、販売が完了するまで延期される条項が付加されて

おります。

　

②出資実行日：

　平成21年２月５日以降、それぞれの案件の資産査定終

了ごとに、サンシティリセールが要請する金額を、要請

する日に、最低５億円（240 億円を上限とする）が、物

件の買取価額に応じて送金されます。ただし、IPCが採

算性が疑わしい、または資産査定の結果が好ましくな

いと判断した場合は、送金を拒否できる条項が付加さ

れております。

　

③分配金：

　サンシティリセールは、営業利益から営業者報酬を控

除した後の残額をIPCに対し分配します。また、営業損

失が生じた場合にはサンシティリセールが負担すべき

部分を除いた部分を分配します。

　

④現金分配：

　サンシティリセールは、各計算期間において、本営業

に係る収入から、営業に係る諸経費他必要な金額を控

除した残額を、即日利用可能な資金で送金する方法に

より、各分配日までに、IPCに対して分配を行います。

　　

⑤その他の事項について：

a. サンシティリセールが取得する物件は、サンシティ

リセールの名義により登記され、IPC または第三者に

よる担保設定や質権設定は行われません。

　

b. サンシティリセールは、買取再販事業を、親会社と

ともに、善管注意義務を順守しつつ自己の主体性を

もって執り行い、細心の注意をもって資産査定を行う

こととなっております。

　

　

c. サンシティリセールは、IPC 以外の第三者より出資

や貸し付けを受ける場合は、事前にIPC の承諾を得る

こととなっております。
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前連結会計年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

d. IPC が指名する者がサンシティリセールの取締役

に選任されることについて、サンシティリセールが異

議を申し述べないこと、親会社である当社が遅延なく

IPC が指名するその候補者を取締役に選任すること、

とする条項が付加されております。

　

e. 一定期間を経過しても販売できない在庫は親会社

である当社が買取ることとする条項が付加されてお

り、平成21年２月９日付けで当社とサンシティリセー

ルの間で在庫買取契約を締結しております。

　

f. サンシティリセールが当社に対して行う支払は、取

締役全員の合意と、IPCの事前の書面による承認のもと

に行う条項が付されております。

　

３. 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰余

金処分

　当社は、平成21年３月27日開催の定時株主総会におい

て、資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分について、下記のとおり決議いたしました。

　

(1) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分の目的

財務体質の健全化を図るため、会社法第448条第１項の

規定に基づき、資本準備金および利益準備金を減少し同

額をその他資本剰余金に振り替え、会社法第452条の規

定に基づき、その他資本剰余金および別途積立金で繰越

利益剰余金を欠損補填するものであります。

　

(2) 資本準備金および利益準備金の額の減少の要領

減少する資本準備金および利益準備金の額

資本準備金7,392,648,810円のうち6,106,473,992円

利益準備金16,000,000円全額

　なお、本資本準備金および利益準備金の額の減少は、

会社法第449条第１項但書の要件に該当するため、債権

者異議手続きは行われません。

　

(3) 剰余金処分の要領

① 増加する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金12,022,473,992円

　

② 減少する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金6,122,473,992円

別途積立金 5,900,000,000円

　

　(4) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分の効力発生日

平成21年３月27日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

株式会社サンシ
ティネクスト

株式会社地建第６回無担保社債 平成17.11.25 100
100
(100)　

1.27 なし 平成22.11.25

株式会社サンシ
ティネクスト　

株式会社地建第７回無担保社債 平成18.６.26 120 120 1.83 なし 平成23.６.26

株式会社サンシ
ティ

株式会社サンシティ第１回無担
保社債

平成20.５.12
250
(99)

151
(99)

1.06 なし 平成23.５.12

合計 － －
470
(99)

371
(199)

－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

199 172 － － －

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,280 4,655 1.9 －

１年以内に返済予定の長期借入金 13,987 24,7762.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

(１年以内に返済予定のものを除く。)
23,238 5,627 2.0

平成23年１月31日

～

平成30年４月30日

リース債務

(１年以内に返済予定のものを除く。)
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

計 45,506 35,058 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．当期末残高には、短期借入金348百万円、１年以内返済予定の長期借入金６百万円、長期借入金97百万円の無利

息の借入金残高が含まれております。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は次の

とおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

4,376 575 140 123
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

第２四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第３四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第４四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

売上高（百万円）　 4,827　 6,767　 3,389　 4,980　

税金等調整前四半期純損失

金額（百万円）　
△1,041　 △4,046　 △507　 △687　

四半期純損失金額

（百万円）　
△1,077　 △4,145　 △510　 △711　

１株当たり四半期純損失金

額（円）　
△2,107.86　 △8,110.30　 △997.97　 △1,391.40　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 2,175

※1
 1,449

受取手形 98 5

売掛金 470 2

販売用不動産 ※1
 9,204

※1
 7,606

仕掛販売用不動産 ※1
 23,767

※1
 13,955

貯蔵品 3 2

前払費用 198 71

その他 284 121

貸倒引当金 △52 △11

流動資産合計 36,149 23,203

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 5,073

※1
 5,005

減価償却累計額 △43 △162

建物（純額） 5,030 4,843

構築物 11 11

減価償却累計額 － △2

構築物（純額） 11 9

工具、器具及び備品 16 14

減価償却累計額 △11 △10

工具、器具及び備品（純額） 4 4

土地 ※1
 4,828

※1
 4,696

有形固定資産合計 9,875 9,553

無形固定資産

商標権 0 0

電話加入権 9 9

ソフトウエア － 4

無形固定資産合計 10 15

投資その他の資産

投資有価証券 164 112

関係会社株式 ※1
 5,320

※1
 4,111

出資金 1 1

長期貸付金 143 142

関係会社長期貸付金 300 401

破産更生債権等 290 28

長期前払費用 0 5

その他 268 138

貸倒引当金 △731 △571

投資その他の資産合計 5,757 4,368

固定資産合計 15,642 13,937

資産合計 51,792 37,141
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 1,476 －

工事未払金 72 ※1
 1,190

短期借入金 ※1
 7,181

※1
 4,366

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 10,865

※1
 22,147

1年内返済予定の関係会社長期借入金 － 1,667

1年内償還予定の社債 99 99

未払金 638 240

未払費用 86 343

未払法人税等 35 13

未払消費税等 66 89

前受金 111 71

預り金 78 86

前受収益 59 63

その他 3 7

流動負債合計 20,776 30,387

固定負債

社債 151 52

長期借入金 ※1
 22,677

※1
 5,370

役員退職慰労引当金 260 254

長期預り敷金 － 480

その他 508 2

固定負債合計 23,598 6,160

負債合計 44,374 36,548

純資産の部

株主資本

資本金 7,510 7,510

資本剰余金

資本準備金 7,392 1,286

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 7,392 1,286

利益剰余金

利益準備金 16 －

その他利益剰余金

別途積立金 5,900 －

繰越利益剰余金 △12,022 △6,833

利益剰余金合計 △6,106 △6,833

自己株式 △1,367 △1,367

株主資本合計 7,429 595

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 0

繰延ヘッジ損益 △11 △2

評価・換算差額等合計 △11 △2

純資産合計 7,418 593

負債純資産合計 51,792 37,141
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

不動産売上高 21,907 12,537

その他の事業収入 577 1,413

売上高合計 22,485 13,950

売上原価

不動産売上原価 19,320 15,737

その他の事業原価 294 381

売上原価合計 19,614 ※1
 16,119

売上総利益又は売上総損失（△） 2,870 △2,168

販売費及び一般管理費 ※2
 4,006

※2
 2,454

営業損失（△） △1,135 △4,623

営業外収益

受取利息 24 5

解約違約金 17 4

賃貸収入 571 65

その他 67 21

営業外収益合計 679 97

営業外費用

支払利息 993 751

支払手数料 228 13

賃貸原価 133 21

貸倒引当金繰入額 388 104

その他 106 2

営業外費用合計 1,851 893

経常損失（△） △2,307 △5,419

特別利益

前期損益修正益 62 103

貸倒引当金戻入額 － 43

特別利益合計 62 146

特別損失

前期損益修正損 － 36

たな卸資産評価損 ※3
 8,811

※3
 223

固定資産売却損 － ※4
 28

固定資産除却損 ※5
 12

※5
 0

減損損失 － ※6
 51

投資損失引当金繰入額 1,189 1,199

その他 284 17

特別損失合計 10,298 1,558

税引前当期純損失（△） △12,542 △6,830

法人税、住民税及び事業税 14 10

法人税等調整額 234 －

過年度法人税等戻入額 － △7

法人税等合計 249 2

当期純損失（△） △12,792 △6,833
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【不動産売上原価明細書】

  
第17期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地原価  2,801 14.5 1,782 11.3

Ⅱ　外注費  9,163 47.4 4,811 30.6

Ⅲ　経費  733 3.8 464 2.9

Ⅳ　購入販売用不動産  295 1.5 418 2.7

Ⅴ　１棟販売土地原価  1,242 6.5 1,262 8.0

Ⅵ　１棟販売外注費  4,500 23.3 1,294 8.2

Ⅶ　１棟販売経費  345 1.8 171 1.1

Ⅷ　購入１棟販売用不動産  238 1.2 5,533 35.2

不動産売上原価  19,320100.0 15,737100.0

      

　（注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

２．購入販売用不動産及び購入１棟販売用不動産は、一括仕入による不動産の販売原価であります。

　

【その他事業原価明細書】

  
第17期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　家賃収入原価  230 78.3 358 94.0

Ⅱ　その他原価  63 21.7 22 6.0

その他事業原価  294 100.0 381 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,508 7,510

当期変動額

新株の発行 2 －

当期変動額合計 2 －

当期末残高 7,510 7,510

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 7,390 7,392

当期変動額

新株の発行 2 －

準備金から剰余金への振替 － △6,106

当期変動額合計 2 △6,106

当期末残高 7,392 1,286

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － 6,106

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 16

欠損填補 － △6,122

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

前期末残高 7,390 7,392

当期変動額

新株の発行 2 －

準備金から剰余金への振替 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 16

欠損填補 － △6,122

当期変動額合計 2 △6,106

当期末残高 7,392 1,286

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 16 16

当期変動額

利益準備金の取崩 － △16

当期変動額合計 － △16

当期末残高 16 －

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 4,100 5,900

当期変動額

別途積立金の積立 1,800 －

別途積立金の取崩 － △5,900

当期変動額合計 1,800 △5,900

当期末残高 5,900 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 3,233 △12,022

当期変動額

別途積立金の積立 △1,800 －

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △12,792 △6,833

自己株式の消却 △0 －

欠損填補 － 12,022

当期変動額合計 △15,256 5,188

当期末残高 △12,022 △6,833

利益剰余金合計

前期末残高 7,349 △6,106

当期変動額

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △12,792 △6,833

自己株式の消却 △0 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △16

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － 6,122

当期変動額合計 △13,456 △727

当期末残高 △6,106 △6,833

自己株式

前期末残高 △1,367 △1,367

当期変動額

自己株式の消却 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 △1,367 △1,367

株主資本合計

前期末残高 20,880 7,429

当期変動額

新株の発行 4 －

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △12,792 △6,833

資本準備金の取崩 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － －

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △13,451 △6,833

当期末残高 7,429 595
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △7 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

7 0

当期変動額合計 7 0

当期末残高 － 0

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △9 △11

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1 8

当期変動額合計 △1 8

当期末残高 △11 △2

評価・換算差額等合計

前期末残高 △17 △11

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6 9

当期変動額合計 6 9

当期末残高 △11 △2

純資産合計

前期末残高 20,863 7,418

当期変動額

新株の発行 4 －

剰余金の配当 △663 －

当期純損失（△） △12,792 △6,833

資本準備金の取崩 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

欠損填補 － －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6 9

当期変動額合計 △13,444 △6,824

当期末残高 7,418 593
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【継続企業の前提に関する事項】

前事業年度
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

当事業年度
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

当社は当事業年度において、サブプライムローン問題に

端を発した不動産に係る信用収縮等の影響により不動産

流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産等の

時価が大幅に下落し評価減を行ったことから、12,792百万

円の当期純損失を計上しており、営業キャッシュ・フロー

においても大幅なマイナスとなっております。

また、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の金額

が、前事業年度の決算期末日における貸借対照表の純資産

の部の金額を下回ったこと等により、株式会社三井住友銀

行、株式会社あおぞら銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社

三菱東京UFJ銀行をそれぞれエージェントとするシンジ

ケートローン契約に付されている財務制限条項に抵触し

ております。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しています。　

当社は当該状況を解消すべく、不動産流動化事業におけ

る新規物件開発は行わず、当社が最も得意とする地方衛星

都市を中心とした分譲マンション事業に特化することを

決定し、不動産流動化事業に係るたな卸資産の早期の売却

を進めております。

また、分譲マンションプロジェクト資金につきまして

は、従来、原則として建物竣工時に一括返済の条件で借り

入れておりましたが、より安定した資金繰り運営を行う必

要から、建物竣工後の販売スケジュールに対応した分割返

済への返済条件の変更を取引金融機関に要請し、当事業年

度中に返済期限の到来した借入金の一部については、返済

条件変更に応じていただきました。今後返済期限の到来す

る借入金についても同様の要請を行い返済条件の変更を

進めており、今後も継続して支援する意向との回答を得て

おります。

損益の改善策としては、当社の全資源を分譲マンション

事業へ集約し、それに伴う組織変更及び人員配置の適正

化、ならびに賃借料や広告宣伝費等を見直すことにより販

売費及び一般管理費を大幅に削減し、翌事業年度以降の事

業安定化を図ってまいる所存であります。

財務制限条項に抵触している件につきましては、株式会

社みずほ銀行をエージェントとするシンジケートローン

契約については平成20年９月５日付にて、株式会社あおぞ

ら銀行をエージェントとするシンジケートローン契約に

ついては平成20年12月８日付にて、株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行をエージェントとするシンジケートローン契約に

ついては平成21年１月20日付にて、それぞれ不動産等を担

保提供すること等を条件に平成20年12月期決算において

期限の利益喪失の猶予の承諾を頂いております。

また、株式会社三井住友銀行をエージェントとするシン

ジケートローン契約については、契約上正式な猶予手続き

はまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪失請求につ

いてご猶予いただけるか否かについて予め諮りましたと

ころ、平成21年1月30日付にてご猶予いただける旨のご回

答を書面にて頂いております。　

以上の理由から当事業年度における財務諸表は継続企

業を前提に作成されており、このような重要な疑義の影響

を財務諸表には反映しておりません。　

当社は前事業年度において、サブプライムローン問題に

端を発した不動産に係る信用収縮等の影響により不動産

流動化事業における物件売却が進まず、販売用不動産等の

時価が大幅に下落し評価減を行ったことから、営業損失

1,135百万円、経常損失2,307百万円、当期純損失12,792百

万円を計上し連結ベースの営業キャッシュ・フローにお

いても大幅なマイナスとなりました。

当事業年度においても、連結ベースの営業キャッシュ・

フローはプラスに転じたものの、引き続き不動産価格の下

落により利益率が低下し、販売用不動産等の評価減を行っ

たことから、営業損失4,623百万円、経常損失5,419百万円、

当期純損失6,833百万円を計上いたしました。

また、株式会社三井住友銀行、株式会社あおぞら銀行、株

式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をそれぞ

れエージェントとする４件のシンジケートローン契約に

付されている財務制限条項に抵触するとともに、平成21年

５月27日には、当社が借入を行っている全取引金融機関に

対して、同日以降に期限が到来した借入金について、返済

条件の変更交渉が纏まるまでの間、資金残高維持要請を

行っております。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しております。　

当社は当該状況を解消すべく、当社が最も得意とする地

方衛星都市を中心とした分譲マンション事業への特化、不

動産流動化事業に係る資産の早期売却、コスト削減プロ

ジェクトチームの立ち上げによる販売費及び一般管理費

の大幅削減に努め、事業運営及び資金収支の安定化を図り

ます。

また、当社は上記内容を基本方針とした事業計画を策定

し、取引先金融機関への説明を行うとともに、各金融機関

に対する返済条件の変更を依頼し、既に約８割に及ぶ金融

機関より応諾を得ております。

財務制限条項に抵触している件につきましても、各シン

ジケートローン契約につき期限の利益喪失の猶予の承諾

を頂いておりますが、上記の返済条件の変更依頼と併せ

て、更なる猶予の延長を依頼しております。

しかし、これらの対応策は全取引金融機関と協議しなが

ら進めている段階であり、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸

表に反映しておりません。
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【重要な会計方針】

項　　目
第17期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

 なお、匿名組合契約に基づく出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書類を基礎とし、損益の純

額に対する持分相当額を取込む方法に

よっております。

 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1)デリバティブ

時価法を採用しております。

(1)デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法を採用しておりま

す。

(1)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しておりま

す。

 (2)貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

(2)貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。　

 (追加情報)　

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　この変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。　

　

 (2)無形固定資産

定額法によっております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　

EDINET提出書類

株式会社サンシティ(E04006)

有価証券報告書

 86/118



項　　目
第17期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　 (3)　　　　　――――――　

　

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。　

 (4)長期前払費用

定額法によっております。

(4)長期前払費用

同左

５．繰延資産の処理方法 (1)株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

(1)　　　　　――――――

　 (2)社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

(2)　　　　　――――――

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため一

般債権については貸倒実績率により貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2)投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備え

るため、各社の財政状態並びに将来の回復

見込等を勘案し、損失見込額を計上してお

ります。

なお、投資損失引当金1,189百万円につ

いては、関係会社株式の金額より直接控除

して表示しております。

(2)投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備え

るため、各社の財政状態並びに将来の回復

見込等を勘案し、損失見込額を計上してお

ります。

なお、投資損失引当金2,388百万円につ

いては、関係会社株式の金額より直接控除

して表示しております。

 （追加情報）

当事業年度より投資損失引当金を計上

しております。当事業年度に発生した投資

損失引当金繰入額1,189百万円は「特別損

失」に計上しております。

　

 (3)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち、当期の負担に

属する部分を計上しております。

(3)　　　　　――――――

　

 (4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末

における簡便法（期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法）による退職

給付債務及び年金資産の額に基づき計上

しております。

(4)退職給付引当金

同左

 (5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(5)役員退職慰労引当金

同左
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項　　目
第17期

（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

――――――　

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)ヘッジ方針

将来の借入金の金利上昇リスクに対し、

借入額の範囲内で金利スワップ取引によ

りヘッジを行う方針であります。

また、ヘッジ会計の中止に伴って発生し

た評価差額は、ヘッジ対象の満期までの期

間にわたって金利の調整として各期の損

益に配分しております。

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ有効性を評価してお

ります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （たな卸資産の評価基準及び評価の方法の変更）

（販売用不動産及び仕掛販売用不動産）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、個別法による原価法によっておりましたが、当事業

年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算

定しております。

　これにより当事業年度の営業損失、経常損失は757百万

円、税引前当期純損失は980百万円増加しております。

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。

　これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

────── （貸借対照表）

　前期まで固定負債の「その他」に含めて表示しておりま

した「長期預り敷金」は、当期において、負債及び純資産

の総額の100分の１を超えたため区分表記しました。

　なお、前期末の「長期預り敷金」は496百万円でありま

す。　

　　

【追加情報】

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

（販売用不動産等）

当事業年度において、保有目的の変更により販売用不動

産および仕掛販売用不動産から建物へ4,267百万円、構築

物へ11百万円、土地へ4,582百万円振替えております。

――――――　　
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　 （百万円）

普通預金 14

販売用不動産 8,263

仕掛販売用不動産 21,561

建物 4,997

土地 4,814

関係会社株式 5,310

計 44,961

　 （百万円）

普通預金 937

販売用不動産 6,209

仕掛販売用不動産 13,831

建物 4,811

土地 4,682

関係会社株式 4,111

計 34,583

上記の他に株式会社地建の保有する販売用不動産

3,956百万円を担保に共に供しております。

　

担保付債務は次のとおりであります。

上記の他に株式会社サンシティネクストの保有す

る販売用不動産593百万円を担保に共に供しておりま

す。

担保付債務は次のとおりであります。

　 （百万円）

短期借入金 5,164

１年内返済予定の長期借入金 10,699

長期借入金 22,298

計 38,162

　 （百万円）

工事未払金 1,168

短期借入金 4,076

１年内返済予定の長期借入金 17,779

長期借入金 5,287

計 28,312

なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産お

よび担保付債務として処理したものは次のとおりで

あります。

なお、上記のほか、不動産売却取引の一部を金融取

引として会計処理したため、担保に供している資産及

び担保付債務として処理したものは次のとおりであ

ります。

　 （百万円）

販売用不動産 808

仕掛販売用不動産 742

計 1,550

　 （百万円）

販売用不動産 348

計 348

　 （百万円）

短期借入金 1,467

長期借入金 115

計 1,582

　 （百万円）

短期借入金 240

長期借入金 83

計 324

２．偶発債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

２．偶発債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
211 運転資金 

 株式会社　地建 1,688運転資金 

保証先 金額（百万円） 内容

 株式会社　サンシ

ティビルド
85 運転資金 

 株式会社　サンシ

ティネクスト
1,149運転資金 

　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。

　分譲マンション購入者の住宅ローンに対して債務保

証を行っております。

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21

　

保証先 金額(百万円)

個人（７名） 21
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第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

３．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当事業年度末借入金残高4,162百万

円）を締結しております。当該契約には、下記の財務

制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数

貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び精

算金等を支払う義務を負っております。

３．財務制限条項

(1) 当社は、株式会社三井住友銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加行４行、返済期限平

成23年９月30日、当事業年度末借入金残高3,832百万

円）を締結しております。当該契約には、下記の財務

制限条項が付されており、これに抵触した場合、多数

貸付人の請求に基づくエージェントの通知があれば、

期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利息及び精

算金等を支払う義務を負っております。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表におけ

る自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権

及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の

合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日における

自己資本の合計金額の75％、または直前決算期末の自

己資本の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに

維持すること。

① 各年度の決算日における単体の貸借対照表におけ

る自己資本（純資産の部の合計金額から新株予約権

及び繰延ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の

合計金額を、平成17年12月の本決算期の末日における

自己資本の合計金額の75％、または直前決算期末の自

己資本の合計金額の75％以上のいずれか高いほうに

維持すること。

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連

結損益計算書及び単体の損益計算書における経常損

益を損失としないこと。

　なお、当事業年度末の貸借対照表における自己資本

（純資産の部の合計金額から新株予約権及び繰延

ヘッジ損益の合計金額を控除した金額）の合計金額

が平成17年決算期末日及び平成19年決算期末日にお

ける自己資本の合計金額の75％を下回ったため、かつ

当事業年度末の損益計算書上で経常損失となったた

め、財務制限条項に抵触しました。契約上正式な猶予

手続きはまだ完了しておりませんが、期限の利益の喪

失請求についてご猶予いただけるか否かについて予

め諮りましたところ、平成21年1月30日付にてご猶予

いただける旨のご回答を書面にて頂いております。　

② 各年度の決算期の末日の報告書等に記載される連

結損益計算書及び単体の損益計算書における経常損

益を損失としないこと。

　なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。
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第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

(2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当事業年度末借入金残高

6,465百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

(2) 当社は、株式会社あおぞら銀行をエージェントとす

るシンジケートローン契約（参加金融機関等９社、返

済期限平成22年６月30日、当事業年度末借入金残高

4,006百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対

照表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損

益、新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であ

り、単体の貸借対照表においては純資産の部の金額か

ら繰延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額を

いう。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の

貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に

維持すること。

① 各事業年度の末日における連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額（但し、連結の貸借対

照表においては純資産の部の金額から繰延ヘッジ損

益、新株予約権及び少数株主持分を控除した金額であ

り、単体の貸借対照表においては純資産の部の金額か

ら繰延ヘッジ損益及び新株予約権を控除した金額を

いう。）を直前の事業年度のそれぞれ連結及び単体の

貸借対照表における純資産の部の金額の75％以上に

維持すること。

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計

算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失

及び経常損失とならないこと。

　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の金

額（繰延ヘッジ損益を除いた金額）が直前の事業年

度末の貸借対照表における純資産の部の金額の75％

を下回ったため、かつ当事業年度の損益計算書上の営

業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失及び経常損

失となったため、財務制限条項に抵触しましたが、既

に平成20年12月８日付にて預金を担保提供すること

を条件に平成20年12月期決算において期限の利益喪

失猶予のご承諾をいただきました。　

② 各事業年度の末日にかかる連結及び単体の損益計

算書上の営業損益及び経常損益がそれぞれ営業損失

及び経常損失とならないこと。

　なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。　
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第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

(3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当事業年度末借入金残高

3,119百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。   

(3) 当社は、株式会社みずほ銀行をエージェントとする

シンジケートローン契約（参加金融機関等８社、返済

期限平成24年６月25日、当事業年度末借入金残高

2,487百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの通知が

あれば、期限の利益を喪失し、直ちに借入金並びに利

息及び精算金等を支払う義務を負っております。   

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算

の日において、以下の各号の条件を充足すること。　

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

① 平成19年６月以降の決算期の末日および中間決算

の日において、以下の各号の条件を充足すること。　

Ⅰ 貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

Ⅱ 貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額

を平成18年12月決算期末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額以上に維持す

ること。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下

の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

② 平成19年12月以降の決算期の末日において、以下

の各号の条件を充足すること。

Ⅰ 損益計算書（連結ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。 　

　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の金

額が平成18年12月決算期末日における貸借対照表の

純資産の部の金額を下回ったため、財務制限条項に抵

触しましたが、既に平成20年９月５日付にて不動産を

担保提供することを条件に平成20年12月期中間決算

及び平成20年12月期決算において期限の利益喪失猶

予のご承諾を頂きました。

Ⅱ 損益計算書（単体ベース）の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。 　

　なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。
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第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

(4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当事業年度末借入金残高

3,659百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

(4) 当社は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするシンジケートローン契約（参加行３行、返済

期限平成22年４月30日、当事業年度末借入金残高

3,239百万円）を締結しております。当該契約には下

記の財務制限条項が付されており、これに抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づきエージェントの通知が

あれば、借入金並びに利息及び精算金等を支払う義務

を負っております。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における単体の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

① 各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における単体の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における連結の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

② 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日における連結の貸借対照表における純資

産の部の金額以上にそれぞれ維持すること。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

③ 各年度の決算期に係る単体の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。　

　なお、当事業年度末の貸借対照表の純資産の部の金

額が直前の事業年度末の貸借対照表の純資産の部の

金額を下回ったため、かつ当事業年度の損益計算書上

で経常損失を計上したため、財務制限条項に抵触しま

したが、既に平成21年１月20日付にて子会社保有不動

産を担保提供することを条件に平成20年12月期決算

において期限の利益喪失猶予のご承諾をいただきま

した。

④ 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこと。　

　なお、当事業年度末で財務制限条項に抵触している

件につきましては、「継続企業の前提に関する事項」

に記載のとおり、期限の利益の喪失の猶予は頂いてお

りますが、返済条件の変更依頼と併せて、更なる猶予

の依頼をしております。
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（損益計算書関係）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

　１．　　　　　　―――――――― ※１．販売用不動産及び仕掛販売用不動産は収益性の低下

に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価

損が売上原価に含まれております。

　 　 757百万円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は47.6％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は52.4％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は53.0％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は47.0％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　 （百万円）

給料手当 829

退職給付費用 82

役員退職慰労引当金繰入額 72

広告宣伝費 706

支払手数料 334

減価償却費 8

貸倒引当金繰入額 312

　 （百万円）

役員報酬 168

給料手当 658

退職給付費用 52

広告宣伝費 297

販売促進費 165

地代家賃 161

支払手数料 269

減価償却費 5

※３．たな卸資産評価損は、販売用不動産1,901百万円、仕

掛販売用不動産6,910百万円であります。

※３．たな卸資産評価損は、販売用不動産223百万円であり

ます。

　４．　　　　　　―――――――― ※４．固定資産売却損は、土地７百万円、建物及び構築物21

百万円であります。

※５．固定資産除却損は、建物９百万円、構築物０百万円、

器具備品３百万円であります。

※５．固定資産除却損は、構築物０百万円、器具備品０百万

円であります。

　６．　　　　　　―――――――― ※６．固定資産減損損失

　当事業年度において、以下の資産グループについて固

定資産減損損失を計上しました。　　

　 （百万円）　

場所又は会社 用途 金額 種類

宮城県仙台

市泉区

賃貸用

不動産
51土地

　計 51 

　 　当社グループは、原則として賃貸用資産については、個別

資産ごとにグルーピングを行い、それ以外の共用資産又は

のれんについて、事業部門等のより大きな単位でグルーピ

ングしております。

　賃貸用不動産については、不動産賃貸事業として保有し

ていた不動産の売却を決定したことにより帳簿価額を回

収可能額まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失とし

て特別損失に計上しました。

　なお、資産の回収可能価額は、正味売却価額を適用し、売

却契約に基づく金額で評価しております。　　
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（株主資本等変動計算書関係）

第17期（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 26,866.70 － 0.70 26,866.00

合計 26,866.70 － 0.70 26,866.00

（注）自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

第18期（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 26,866.00 － － 26,866.00

合計 26,866.00 － － 26,866.00
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（リース取引関係）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　

　

　

　

　

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、い

ずれも取引開始日が平成20年12月31日以前であり、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

り、その内容は次のとおりであります。

(1)借主側　

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 21 7 13
器具備品 79 29 50

合計 100 37 63

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 21 11 9
器具備品 79 44 35

合計 100 56 44

(2)　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　②　未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 19

１年超 45

合計 64

 （百万円）

１年内 16

１年超 29

合計 45

(3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額、減損損失

 （百万円）

支払リース料 18

減価償却費相当額 16

支払利息相当額 1

 （百万円）

支払リース料 20

減価償却費相当額 19

支払利息相当額 1

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

同左

２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２． オペレーティング・リース取引 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

  （百万円）

１年内 3

１年超 8

合計 12

  （百万円）

１年内 3

１年超 5

合計 8

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

第17期（平成20年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

第18期（平成21年12月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

（企業結合等関係）

第17期（自平成20年１月１日　至平成20年12月31日）

　連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

第18期（自平成21年１月１日　至平成21年12月31日）

　連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

　

（税効果会計関係）

第17期
（平成20年12月31日現在）

第18期
（平成21年12月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  （百万円）

棚卸資産評価損  2,994

繰越欠損金  1,175

投資損失引当金繰入額  482

貸倒引当金繰入額  318

役員退職慰労引当金繰入額  105

固定資産評価損  83

その他  141

繰延税金資産小計  5,300

評価性引当金  △5,300

繰延税金資産計  －

（繰延税金負債）   

繰延税金負債計  －

繰延税金資産の純額  －

（繰延税金資産）  （百万円）

繰越欠損金  6,761

投資損失引当金繰入額  969

貸倒引当金繰入限度超過額  236

役員退職慰労引当金繰入額  103

その他  15

繰延税金資産小計  8,085

評価性引当金  △8,085

繰延税金資産計  －

（繰延税金負債）   

繰延税金負債計  0

繰延税金負債の純額  △0

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異については、税引前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

同左
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（１株当たり情報）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 14,514円35銭

１株当たり当期純損失金額 25,034円98銭

１株当たり純資産額 1,161円22銭

１株当たり当期純損失金額 13,370円77銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
第17期

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

第18期
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）

（百万円）
△12,792 △6,833

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）

（百万円）
△12,792 △6,833

期中平均株式数（株） 510,984 511,098
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（重要な後発事象）

第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

１. 重要な資産の担保提供

(1) 当社は平成21年２月３日付で、株式会社フジタと山

形ミッドランドタワーウェストの建築代金の支払い条

件変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成引渡

時）において、当該建物及び土地を担保提供しており

ます。　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は2,845

百万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機関に

担保提供されております。

　　　　　　　　　―――――――――

(2) 当社は平成21年３月12日付で、安藤建設株式会社と

（仮称）サンヴァーリオ蔵前の建築代金の支払い条件

変更に合意し、平成21年３月27日（建物完成引渡日）

において、当該建物及び土地を担保提供しております。

　

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は1,273

百万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機関に

担保提供されております。

　

(3) 当社は平成21年３月13日付で、東海興業株式会社と

サンデュエル名取の建築代金の支払い条件変更に合意

し、平成21年３月13日（建物完成引渡日）において、当

該建物及び土地を担保提供しております。

なお、当該資産の担保提供時の簿価（概算）は651百

万円であります。

また、当該物件は当事業年度末において、金融機関に

担保提供されております。
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第17期
（自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日）

第18期
（自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日）

２. 重要な契約

　当社の子会社である、株式会社サンシティリセール（以

下、サンシティリセールといいます。）が平成21年２月

５日にシンガポールの投資会社であります

IPC Corporation Ltd.（以下「IPC」といいます。）と

商法第535条に基づく匿名組合契約を締結したことに伴

い、平成21年２月９日付けで当社とサンシティリセール

の間で在庫買取契約を締結しております。主な契約内容

は以下のとおりであります。

　

　

① サンシティリセールが匿名組合契約に基づき仕入れ

た在庫のうち、一定期間経過しても販売できない在庫の

すべてを、当社がサンシティリセールより、販売予定価

格で買い取る。

　

② 当該支払日は、期日から30日以内でなければならな

い。

　

３. 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰余

金処分

　当社は、平成21年３月27日開催の定時株主総会におい

て、資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに

剰余金処分について、下記のとおり決議いたしました。

　

　

(1) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分の目的

財務体質の健全化を図るため、会社法第448条第１項の

規定に基づき、資本準備金および利益準備金を減少し同

額をその他資本剰余金に振り替え、会社法第452条の規

定に基づき、その他資本剰余金および別途積立金で繰越

利益剰余金を欠損補填するものであります。

　

(2) 資本準備金および利益準備金の額の減少の要領

減少する資本準備金および利益準備金の額

資本準備金7,392,648,810円のうち6,106,473,992円

利益準備金16,000,000円全額

　なお、本資本準備金および利益準備金の額の減少は、

会社法第449条第１項但書の要件に該当するため、債権

者異議手続きは行われません。

　

(3) 剰余金処分の要領

① 増加する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金12,022,473,992円

　

② 減少する剰余金の項目およびその額

その他資本剰余金6,122,473,992円

別途積立金 5,900,000,000円

　

(4) 資本準備金および利益準備金の額の減少ならびに剰

余金処分の効力発生日

平成21年３月27日
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）

エルシ－ピー・リート・アドバ

イザーズ　株式会社　
228 11

計 228 11

 

【債券】

投資有価

証券

その他有価

証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額

（百万円）

株式会社　福島銀行

第１回期限前償還条項付無担保社

債（劣後特約付及び少人数投資家

向け）　

100 100

計 100 100

 

【その他】

投資有価

証券

その他有価

証券

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（百万円）

（投資信託受益証券）　

エルシーピー投資法人　
9 0

計 9 0
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        
建物 5,073 2 69 5,005 162 121 4,843

構築物 11 － － 11 2 2 9

工具、器具及び備品 16 2 4 14 10 2 4

土地 4,828 －
　131

(51)　
4,696 － － 4,696

有形固定資産計 9,930 4
205

(51)
9,728 174 126 9,553

無形固定資産        
商標権 1 0 － 1 0 0 0

電話加入権 9 － － 9 － － 9

ソフトウェア － 5 － 5 0 0 4

無形固定資産計 11 5 － 16 1 0 15

長期前払費用 0 15 9 5 － － 5

繰延資産        
－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）当期減少額欄の()は内書きで、減損損失の計上額であります。　

　　　　　　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 784 111 262 50 582

投資損失引当金 1,189 1,199 － － 2,388

役員退職慰労引当金 260 － 5 － 254

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち12百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、38百万円

は貸倒懸念債権に係る回収不能見込額の回収によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

預金の種類  

普通預金 1,263

郵便貯金 2

当座預金 10

通知預金 77

別段預金 43

定期預金 50

小計 1,447

合計 1,449

ｂ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社　サンシティビルド 5

合計 5

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成22年　　３月　 5

合計 5
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ｃ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

一般顧客 2

合計 2

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

470 10,403 10,870 2 99.9 8

（注） 当期発生高には消費税等が含まれております。
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ｄ．販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

11,962.56

28,904.52

 －

 －

2,400

4,637

565

7,604

宅地

土地

建物

その他

計

96.45

－

 －

 －

2

－

－

2

合計

土地

建物

その他

計

12,059.01

28,904.52

 －

 －

2,403

4,637

565

7,606

地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 6,632.62 13,082.60 1,833

岩手県 96.45 － 2

山形県 1,111.97 4,701.39 1,495

福島県 49.47 － 110

栃木県 138.75 503.52 88

茨城県 1,604.05 3,469.90 596

埼玉県 2,187.76 4,772.84 1,486

東京都 237.94 2,374.27 1,993

合計 12,059.01 28,904.52 7,606
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ｅ．仕掛販売用不動産

品目 摘要 面積（㎡） 金額（百万円）

 分譲マンション

土地

建物

その他

計

19,972.40

58,010.59

 －

 －

4,178

270

560

5,009

商業ビル

土地

建物

その他

計

695.58

3,163.01

 －

 －

2,286

344

406

3,037

賃貸マンション用地

土地

建物

その他

計

527.34

－

 －

 －

1,596

－

45

1,642

商業施設用地

土地

建物

その他

計

10,007.18

－

 －

 －

2,213

－

181

2,394

商業ビル用地他

土地

建物

その他

計

1,252.02

－

 －

 －

1,718

－

153

1,871

合計

土地

建物

その他

計

32,454.52

61,173.60

 －

 －

11,993

614

1,347

13,955

（注） 面積については、完成時の面積であります。
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地域別内訳 

地域

面積（㎡）

金額（百万円）

土地 建物

宮城県 17,955.63 23,480.07 6,167

青森県 2,774.44 4,085.47 137

福島県 4,552.46 17,878.53 992

埼玉県 2,302.74 4,729.63 1,009

東京都 2,856.08 6,753.26 5,190

神奈川県 2,013.17 4,246.64 458

合計 32,454.52 61,173.60 13,955

ｆ．貯蔵品

区分 金額（百万円）

収入印紙 2

その他 0

合計 2

②　固定資産

ａ．関係会社株式

区分 金額（百万円）
株式会社 サンシティネクスト 4,111
株式会社 サンシティビルド 0
株式会社 サンシティリセール 0

合計 4,111
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③　流動負債

ａ．工事未払金

相手先 金額（百万円）

株式会社　フジタ 　902

東海興業　株式会社　 265

川口土木建築工業　株式会社 5

安藤建設　株式会社 5

株式会社　創建設計 5

その他（3社） 5

合計 1,190

ｂ．短期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 3,697

株式会社　りそな銀行　 427

川口土木建築工業　株式会社　 240

合計 4,366

ｃ．１年内返済予定の長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 4,909

株式会社　三菱東京ＵＦＪ銀行 2,879

株式会社　りそな銀行 2,682

株式会社　みずほ銀行　 2,420

株式会社　あおぞら銀行 2,322

その他（19行） 6,454

その他（４社） 2,146

合計 23,814
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④　固定負債

ａ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

株式会社　三井住友銀行 1,506

株式会社　みずほ銀行 1,264

株式会社　みちのく銀行 685

株式会社　日本政策投資銀行 684

株式会社　福島銀行 326

その他（７行） 676

その他（２社） 226

合計 5,370

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １２月３１日

剰余金の配当の基準日 ６月３０日　１２月３１日

１単元の株式数 －

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －　

買取手数料 －

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.suncity.co.jp

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第17期）（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）平成21年３月27日関東財務局長に提出

　

(2) 四半期報告書及び確認書

（第18期第１四半期）（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）平成21年５月15日関東財務局長に提出

（第18期第２四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月13日関東財務局長に提出

（第18期第３四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長に提出

　

(3) 臨時報告書

平成21年３月３日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態及

び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年３月３日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成21年４月17日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公

認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年１月26日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表者の異

動）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年２月19日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の３（監査公

認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年２月19日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。　

　　

(4）有価証券報告書の訂正報告書

平成21年３月27日関東財務局長に提出

事業年度（第16期）（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成２１年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中 

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サンシティ及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　追記情報

　　１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度において重

要な当期純損失、及び、営業キャッシュ・フローの重要なマイナスを計上した。また、当連結会計年度において財務

制限条項に抵触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当

該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を連結

財務諸表には反映していない。

　　２．追加情報（たな卸資産）に記載されているとおり、会社は、保有目的の変更によりたな卸資産から建物及び構築物並

びに土地へ振替えている。

　　３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、資産の担保提供を行っている。

　　４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の子会社株式会社サンシティリセールは、平成２１年２月５日に

IPC Corporation Ltd.と匿名組合契約を締結している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成２２年３月２６日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中 

 青藍公認会計士共同事務所  

 　  公認会計士 金子　太妥志

 　  公認会計士 原田　辰也

 　  公認会計士 高口　洋士

＜財務諸表監査＞

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社サンシティの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サ

ンシティ及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報
１．継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度において重要な営業損失、経常損

失、当期純損失を計上した。また、財務制限条項に抵触するとともに、平成２１年５月２７日以降に返済期限が到来

した借入金について資金残高維持要請を行っている状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対す

る対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。
２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より棚

卸資産の評価に関する会計基準を適用している。
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＜内部統制監査＞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社サンシティの平成21年12月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成す

る責任は、経営者にあり、私たちの責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務

報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を

行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私たちに内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及

び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私た

ちは、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、株式会社サンシティが平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成２１年３月２７日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中 

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 那須　和良

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　高広

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 有倉　大輔

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンシティの平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サン

シティの平成２０年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
　
　追記情報

　　１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は、当事業年度において重要な

当期純損失、及び、営業キャッシュ・フローの重要なマイナスを計上した。また、当事業年度において財務制限条項

に抵触しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を財務諸表には反映

していない。

　　２．追加情報（販売用不動産等）に記載されているとおり、会社は、保有目的の変更により販売用不動産及び仕掛販売用

不動産を建物及び構築物並びに土地へ振替えている。

　　３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、資産の担保提供を行っている。

　　４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２１年２月５日に子会社株式会社サンシティリセールと在庫

買取契約を締結している。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　なお、当監査法人は、会社に対し監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行って

いる。

以　　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成２２年３月２６日

株 式 会 社 サ ン シ テ ィ  

 取 締 役 会　御 中 

 青藍公認会計士共同事務所  

 　  公認会計士 金子　太妥志

 　  公認会計士 原田　辰也

 　  公認会計士 高口　洋士

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サンシティの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンシ

ティの平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、当事業年度において重要な営業損失、経常損失、当

期純損失を計上した。また、財務制限条項に抵触するとともに、平成21年５月27日以降に返済期限が到来した借入

金について資金残高維持要請を行っている状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が

存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策

及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。
２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用し
ている。

　

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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